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第1章 緒言 
 
遺伝子組換え (Genetically Modified; GM) 作物は 1996 年に商業栽培が開始さ
れ、世界の 28 カ国で栽培されている。その作付け面積は 2015 年時点では 1 億
7,970 万 ha に達しており、主要な作物であるダイズ、トウモロコシ、ワタ及び
セイヨウナタネの遺伝子組換え品種の栽培面積はそれぞれ 9,210 万 ha、5,360 万
ha、2,400 万 ha 及び 850 万 ha となっている (James, 2015)。日本では、多様な食
生活が求められることにより畜産物や油脂類の生産に必要な飼料穀物やダイズ
等の油糧種子の需要が高いが、国土条件等の制約からそのほとんどを輸入に依
存せざるをえない状況にある (農林水産省, 2016a)。遺伝子組換え品種が導入さ
れているトウモロコシやダイズといった主要作物についてもほぼ全量を輸入に
依存しており (農林水産省, 2016b)、三石 (2013) の試算を基に計算すると概算で
はあるが、約 1,600 万トンの遺伝子組換え品種に由来する穀物を輸入しているこ
とになる。ダイズについては、2015 年には約 320 万トンが輸入されており、ア
メリカ、カナダ及びブラジルが主用輸入元である。これらの国ではダイズ栽培
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面積のうち 90%以上が遺伝子組換えダイズであることを考慮すると、日本には
約 290 万トンもの遺伝子組換えダイズが輸入されていると推定できる。 
日本では遺伝子組換え作物の輸入に先立ち、食品、飼料及び環境に対する安
全性認可の取得が求められている(農林水産省, 2016c)。食品としての安全性は、
1991 年から「組換え DNA 技術応用食品・食品添加物の安全性評価指針」に、2000
年以降は「食品衛生法」に基づき審査が行われている。さらに、2003 年に「食
品安全基本法」が施行され、内閣府に食品安全委員会が発足したことに伴い、
2003 年 7 月 1 日以降、食品安全委員会により遺伝子組換え食品の安全性審査が
行われている (江面, 2013; 厚生労働省, 2016)。飼料としての安全性は、農林水
産省の所管する「組換え体利用飼料の安全性評価指針」により確認されてきた
が、2003 年から「飼料の安全性の確保及び品質の改善に関する法律」 (飼料安
全法) に基づき安全性審査が行われている(農林水産省, 2016d)。環境に対する安
全性は、1989 年 4 月から農林水産省の「農林水産分野等における組換え体の利
用のための指針」により確認されてきたが、2004 年 2 月 18 日に本指針は廃止さ
れた。これに代わり、2004 年 2 月 19 日より「生物の多様性に関する条約のバイ
オセーフティに関するカルタヘナ議定書」(カルタヘナ議定書) が発効されたこ
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とに伴い、「遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関
する法律」 (カルタヘナ法) のもとで遺伝子組換え作物の日本の生物多様性に対
する影響評価が行われるようになった (田部井, 2010; 農林水産省, 2016e)。 
上述した遺伝子組換え食品・食品添加物や飼料・飼料添加物については、国
際連合食糧農業機関 (FAO) と世界保健機関 (WHO) の合同食品企画委員会 
(CODEX) の議論を踏まえて規制の枠組みが作られており、国際的な協調が図ら
れている  (田部井, 2010)。一方で、生物多様性影響評価や環境リスク評価は、
国や地域により定められた環境政策目標 (Protection Goal) の達成のために実施
され、法令等に基づく規制の中で設定されている (Wolt et al., 2010)。 
日本では上述したカルタヘナ法に基づき、遺伝子組換え作物を輸入した際の
環境リスクを生物多様性影響として、1)競合における優位性、2)有害物質の産生
性、3)交雑性の 3 点により包括的に評価している (環境省, 2015)。 
日本における遺伝子組換え作物の環境影響評価は形質転換体毎に評価されて
おり、2016 年 12 月現在、農作物では 82 系統の遺伝子組換え作物が承認されて
いる (農林水産省, 2016f)。その内訳は、トウモロコシ 25 系統、ワタ 14 系統、
ダイズ 18 系統、セイヨウナタネ 9 系統、アルファルファ 3 系統、テンサイ 1 系
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統、パパイヤ 1 系統、カーネーション 9 系統、バラ 2 系統となっている。また、
遺伝子組換え作物系統同士を従来の交配手法により掛け合わせた系統 (掛け合
わせ品種) について 84 系統が承認されている。これらのうち、ダイズ以外の 6
作物は日本国内に交雑可能な近縁野生種が存在しないため、1) 競合における優
位性及び 2) 有害物質の産生性の 2点を基に生物多様性影響評価が行われている。
ダイズ (Glycine max (L.) Merr.) については、交雑可能な近縁野生種であるツルマ
メ (Glycine soja Seib. et Zucc.) が日本国内に生育する。本論文は交雑可能な近縁
野生種が存在するダイズについて、遺伝子組換えダイズを食品・飼料・加工用
として利用する場合、すなわちコモディティ利用に限られた場合の生物多様性
影響評価を効果的かつ効率的に行うための考え方について論じるものである。 
ダイズは、マメ科 Glycine 属 Soja 亜属に属する。その起源地域は中国東北部
で、紀元前 1,100 年頃にこの地域で栽培化されたと推定され、その後、中国南部、
東南アジア、朝鮮及び日本へ栽培が広がったと考えられている (昆野, 1987)。わ
が国へは弥生時代に渡来し、栽培が始まったと考えられている (山内, 1992)。ツ
ルマメの分布は、北緯 24˚ ~ 53˚、東経 97˚ ~ 143˚内のアジア地域であり、中国、
極東ロシア、韓国、日本の低地帯に分布する (Lu, 2004)。日本において、ツルマ
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メは、北海道、本州、四国及び九州に分布するツル性の一年生植物で、主に河
川敷や前植生が撹乱された工場跡地や畑の周辺、その他、日当たりの良い野原
や道ばたに自生している (沼田・吉沢, 1975; 浅野, 1995; 高橋ら, 1996; 大橋, 
1999; 羽鹿ら, 2003; 河野ら, 2004; 菊池ら, 2005; 猿田ら, 2007; 山田ら, 2008; 猿
田ら, 2009; 友岡ら, 2009; 山田ら, 2012)。 
ダイズとツルマメは共に高い自殖性植物であり、主として閉花受粉を行い、
花粉流動には花粉媒介昆虫を必要とすること、流動したとしても花粉飛散距離
が短く、両者の交雑には多くの障壁が存在する (OECD, 2000)。Nakayama and 
Yamaguchi (2002) は、ダイズとツルマメの間の交雑率を調査する目的で、丹波黒
とツルマメ (系統名：Gls/93-J-01) を 50 cm 間隔でそれぞれ 30 個体ずつ交互に植
えて、その自然交雑率を調査した結果、その交雑率は 0.73%であったと報告して
いる。また、Mizuguti et al. (2009) は、2005~2007 年に除草剤グリホサート耐性
の遺伝子組換えダイズとツルマメを用いて両者の間の自然交雑率を調査し、ダ
イズとツルマメを 5cm の距離で栽培した試験区においてもその交雑率は 0 ~ 
0.097%であったと報告している。交雑可能な近縁野生種が存在する場合、遺伝
子浸透によって野生種の遺伝子中に導入遺伝子が存在することになるため、導
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入遺伝子を持った野生種が他の植物群落や野生生物等に与える影響も評価対象
となる (Roberts et al., 2014)。日本では、導入された形質がツルマメに移行した
際に他の植物群落に対して優位となるかについて 3) 交雑性の項目において生
物多様性影響評価を行うことが求められている。 
米国では化学物質に関する生態学的リスク評価が発達しており (Suter, 1993)、
「リスクは規定されたハザードとその曝露の尤度の関数である」という現在の
パラダイムが定着している。遺伝子組換え作物の生態学的リスク評価、すなわ
ち生物多様性影響評価とは、想定されるハザードをそれが起こりうる状況のも
とで評価するプロセスと定義し、リスクをハザードと曝露の 2 つの要素に分解
し、リスク評価の前にそれぞれを個別に評価する必要があるとされている 
(Nickson, 2008)。具体的には、遺伝子組換え作物の生物多様性影響評価のために、
Problem formulation (問題の定式化) の手法を用いることが提唱されている 
(Raybould, 2007; Nickson, 2008; Wolt et al., 2010)。生物多様性影響評価のための問
題の定式化には、1) 環境政策目標から特定の保護対象 (評価エンドポイント) 
の設定、2) 概念モデルの構築、3) 分析計画の策定という 3 つのステップが存在
する (Nickson, 2008)。評価エンドポイントとは、価値のある生態学的実体であ
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り、それに対するリスクが同定でき、かつ保護することが可能なものである。
例えば、ミツバチは生態学的、経済学的に重要な花粉媒介者であり、化学物質
や遺伝子組換え作物などをストレス要因とすれば、その影響をミツバチの存在
量として測定することで評価できる (Nickson, 2008)。概念モデルとは、作物の
性質、導入形質の性質、遺伝子組換え作物が曝露される受容環境の特徴及びそ
の相互作用といった情報を根拠に分析計画を策定するプロセスであり、概念モ
デルの情報に基づき、生物多様性影響評価のために必要なデータを収集するた
めの分析計画を策定する (Nickson, 2008)。 
各国の規制当局では、上述した枠組みを基に環境リスク評価または生物多様
性影響評価の方針が示されている。US-EPA、EU 及び OGTR では、まず遺伝子
組換え作物に起因して起こりうるハザードを同定し、同定されたハザードの程
度と曝露を独立した形でそれぞれ評価するという枠組みを提示している (EPA, 
1998; European Commission, 2002; OGTR, 2013)。日本のカルタヘナ法に基づく遺
伝子組換え作物の生物多様性影響評価においても、遺伝子組換え作物によるハ
ザードを「影響の具体的内容」として評価した後に、「影響の生じやすさ」の評
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価を実施するという構成となっている。日本の生物多様性影響評価の枠組みは、
他国と同様に問題の定式化に基づき設計されている。 
科学技術分野における行政の使命とは、規制や許認可を通じて、多くの新し
い製品や方法の中から優れたものを効率よく提供できるように調整することで
ある 内山 (1995)。その中で、科学技術がもたらす環境影響は、生物の生存に致
命的被害を与える可能性を持つという不可逆性、地域などの空間スケールを超
えるグローバル性、個人による選択や回避の自由度がない非選択性を有する (池
田, 1996)。そのため、生物多様性影響を及ぼす可能性を持つ遺伝子組換え技術の
規制は、その技術が及ぼす影響を未然に把握し、防ぐことによって、安全性を
担保しつつ社会に提供するものであることが求められる。 
しかしながら、現在の日本のカルタヘナ法に基づく遺伝子組換え作物の生物
多様性影響評価は、実際の使用実態に則した評価が行われていないこと、使用
実態に基づいて実際に起こりうるハザードの同定を行うステップが厳密に定義
されていないため、現実には起こりえないハザードまで評価する必要があるた
め、優れた技術を効率よく社会に提供するという点で改善の必要があると考え
られた。 
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日本ではダイズを含む多くの穀物はコモディティ利用されており、国内にお
ける商業栽培は行われていない。しかしながら、日本では非組換え品種の商業
栽培が行われているトウモロコシ、セイヨウナタネ及びダイズといった作物に
ついて、栽培用種子への非意図的な混入を考慮して栽培を含めた承認を得るよ
う求められている (佐藤, 2011; 大澤・下野, 2012)。しかし、国内のほ場で商業栽
培を行う場合とこぼれ落ちとでは生態系への曝露量に雲泥の差がある (大澤・下
野, 2012)。また、栽培を前提とした場合、栽培ほ場からの逸脱の可能性や栽培ほ
場周辺の農業環境に生息する非標的生物群への影響などコモディティ利用の場
合には起こりえないハザードについても評価を行うことが必要となる。さらに、
現在のカルタヘナ法に基づく生物多様性影響評価の枠組みでは、使用実態に基
づくハザードの同定を行うステップが明確化されていないため、上述の「影響
の具体的内容」において可能性のあるすべてのハザードを先に評価してから、
曝露量評価で実際にそのハザードが起こりうるか検証することが求められる。 
遺伝子組換え作物の安全性評価のために実施される試験のコストはその商品
化に掛かるコスト中に大きな比重を占める。例えば、除草剤耐性トウモロコシ
および害虫抵抗性トウモロコシの場合、一つの国で必要な承認を得るためのコ
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ストは 600 万~1500 万ドルに上ると試算されている (Kalaitzandonakes Nicholas et 
al., 2007)。承認のためのコストは遺伝子組換え作物の価格に転嫁されることにな
るため、栽培規模の小さい作物や農地面積の小さな国での技術導入や中小企業
や公的機関による品種開発の妨げとなっている (Qaim, 2009)。 
そこで、本論文ではコモディティ利用される遺伝子組換え作物について、実
際の曝露状況を踏まえた生物多様性影響評価の枠組みを構築するため、日本に
交雑可能な近縁野生種が生育し、交雑に起因する遺伝子浸透の可能性について
も評価が必要な遺伝子組換えダイズを用いて、その評価のあり方について検証
した。 
まず、コモディティ利用される遺伝子組換えダイズの生物多様性影響につい
て、Nickson (2008) を参考に問題の定式化の考え方に則り整理した (図 1-1)。上
述したように、商業栽培とコモディティ利用では想定される曝露される状況、
場所が異なることから起こりうるハザードが異なることが予想される。しかし
ながら、カルタヘナ法の下では 2 系統のダイズ及び国内栽培がないワタを除き
栽培を含む形での評価が実施されており (環境省, 2016)、栽培を含めずに評価さ
れた 2 系統のダイズについても曝露評価は十分とはいえない。遺伝子組換えダ
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イズがコモディティ利用される際の曝露状況が明らかでないことから、より多
くのハザードを評価対象とする必要が出てくると考えられる。そこで、本論文
では従来のハザードと曝露を個別の項目として並列で評価する手法ではなく、
遺伝子組換えダイズに曝露される状況及びその程度をまず明らかにし、その状
況下で起こりうるハザードの特定を行った後、特定されたハザードについて環
境影響を及ぼすか否かを評価するという段階的な評価手法を検討した。 
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図 1-1 コモディティ利用の遺伝子組換えダイズの環境影響評価のための問題
の定式化の概略  
 
競合における優位性
有害物質の産生性
交雑性
評価エンドポイント
環境に関連する要素
作物の性質：
ダイズは高度に栽培化されており、雑草が一般的に持ついくつかの性質を栽培化
の過程で失っている。
ダイズの自殖率は高く、ツルマメとの間の交雑にはいくつもの障壁が存在する。
輸送経路沿いの土地におけるダイズの生育状況は明らかではない。
導入形質の性質：
導入遺伝子から発現するタンパク質は特定のチョウ目昆虫に対して抵抗性を付与
する。
受容環境 (遺伝子組換えダイズを受け入れる可能性のある環境) の情報：
ツルマメは、北海道、本州、四国及び九州に分布し、主に河川敷や前植生が撹乱
された工場跡地や畑の周辺、その他、日当たりの良い野原や道ばたに自生してい
る。
ツルマメを食餌するチョウ目昆虫の存在が報告されているが選択圧となっている
か明らかではない。
輸送経路沿いの土地におけるツルマメの生育状況は明らかではない。
リスク仮説
輸送中にこぼれ落ちた遺伝子組換えダイズが輸送経路沿いの環境で自生して、在
来種を駆逐することはない。
遺伝子組換えダイズが産生する有害物質により在来種の存在量が減少しない。
ダイズとツルマメの雑種及びその後代が在来種を駆逐することはない。
概念モデル
組換え系統の特性
ー分子解析
ー形態生育特性
ー生物に対する影響の確認試験
ー非栽培環境における生存性の確認試験
分析計画
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そのために、第 2 章において、遺伝子組換えダイズをコモディティ利用した
場合の受容環境の情報 (図 1-1) を収集するために、既存の文献情報の収集及び
3 つの試験；1) ダイズ陸揚げ港付近及びその輸送経路におけるこぼれ落ちダイ
ズ種子の調査、2) 輸送経路沿いのダイズ生育個体の調査、3) 輸送経路沿いに生
育するツルマメ集団の調査を行い、コモディティ利用のために輸入された遺伝
子組換えダイズに曝露される状況を明らかにし、ハザードが起こりうる場面を
特定することで効率的な生物多様性影響評価の基礎となる知見を蓄積を図った。
さらに、本論文で提案した曝露量評価手法が、コモディティ利用の遺伝子組換
えダイズだけでなく、遺伝子組換えトウモロコシ、ワタ及びセイヨウナタネに
も適用できる可能性に言及した。 
第 3 章では、遺伝子組換えダイズのハザード評価について検証した。仮に遺
伝子組換えダイズの曝露量が小さい場合でも、導入遺伝子の選択圧が高い状態
が続く場合には、ツルマメ集団中の導入遺伝子の固定が早まることが示されて
いる (加賀ら, 2014)。今後、環境ストレス耐性や高収量性といった形質が付与さ
れた遺伝子組換えダイズの開発も予想されることから、チョウ目害虫抵抗性ダ
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イズを例として、遺伝子組換えダイズ由来の形質がツルマメに移行した際のハ
ザードの評価を行った。 
第 4 章では、総合考察として本論文で提案した曝露状況を踏まえた評価手法
に基づき、第 2 章及び第 3 章の結果をもとにコモディティ利用のために輸入さ
れたチョウ目害虫抵抗性遺伝子組換えダイズの生物多様性影響評価を行った。
その結論として、遺伝子組換えダイズをコモディティ利用する場合には曝露状
況を明らかにすることで、ハザード評価に必要な点を明確化させることで不要
なデータを除き、効果的に生物多様性影響評価を行うことが可能となることを
示した。さらに、、仮に日本国内で商業栽培を行う場合に考慮すべき点について
も考察した。 
さらに、新たに開発される遺伝子組換えダイズ系統について開発者に過度の
負荷をかけることなく効果的かつ効率的な生物多様性影響評価を行うための方
法として、遺伝子組換えダイズをコモディティ利用する場合における、ほ場試
験データの栽培国から輸入国への可搬性について考察した。また、コモディテ
ィ利用の遺伝子組換えダイズが承認された後に、日本におけるダイズの使用状
況や受容環境の変化などによって生じうる生物多様性影響を未然に把握するた
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めの方策について、現在、栽培を含まない遺伝子組換えダイズの承認の条件と
して求められている承認後の輸送経路沿いのダイズ生育個体のモニタリングに
ついて、公的機関が実施する調査結果の活用の可能性について考察した。 
本論文は、曝露状況を踏まえた生物多様性影響評価の枠組みを軸とする、科
学的妥当性を担保し、かつ社会への説明責任を果たし、遺伝子組換え技術の持
つ有用性を最大限生かすことが可能となる規制、管理のあり方について提言す
るものである。 
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第2章 コモディティ利用のための遺伝子組換えダイズの曝露評価 
1. 緒言 
日本では多くの遺伝子組換えダイズを輸入し、コモディティ利用しているも
のの、国内のほ場で商業目的で栽培されてはいない。しかしながら、日本では
非組換え品種の商業栽培が行われているトウモロコシやダイズといった作物に
ついて、栽培用種子への非意図的な混入を考慮して栽培を含めた承認を得るよ
う求められている (佐藤, 2011; 大澤・下野, 2012)。 
曝露量は生物多様性影響評価の一つの構成要素である。一方で、遺伝子組換
え作物をある環境 (受容環境) に導入した際に起こりうるリスク (リスク仮説) 
を検討する際の重要な基礎的知見であると見做すこともできる。したがって、
ある遺伝子組換え作物を大規模に栽培する際の生物多様性影響評価を行う場合
には、曝露量が十分大きく、その影響が明白であると想定する必要があるが、
遺伝子組換え作物をコモディティとして扱う場合、大規模栽培の場合と比較し
て曝露される面積も狭く、受容環境も輸入された作物の輸送経路沿いの撹乱さ
れた植物の生息地に限られると考えられる (Roberts et al., 2014; Roberts et al., 
2015)。 
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大規模栽培とコモディティ利用との間の曝露量の違い、受容環境の違いを考
えると、コモディティ利用のための生物多様性影響評価は大規模栽培のための
生物多様性影響評価と同じ前提で行うべきではなく、コモディティ利用におけ
る曝露評価を行うべきである。コモディティ利用のような低曝露量においても、
生物多様性影響評価の一般的な考え方である段階的アプローチを用いることが
提唱されている (Roberts et al., 2014)。このアプローチでは、まず始めに遺伝子
組換え作物の特性を理解することが求められる。次に、その遺伝子組換え作物
が自然環境下において生存し、増殖するかどうかを評価することが求められる 
(Roberts et al., 2015)。 
受容環境は、上述の遺伝子組換え作物が自然環境下で生存し、増殖する可能
性に影響を与える可能性があることから、生物多様性影響評価を行う際に考慮
する必要がある (Roberts et al., 2014)。交雑可能な近縁野生種であるツルマメが
分布することは日本における遺伝子組換えダイズの環境影響評価において検討
すべき事情であるといえる。 
これまで、ダイズとツルマメの広範囲な情報に基づく、使用実態に則した曝
露量評価は行われていない。その一つ目の理由は、遺伝子組換えダイズの栽培
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用種子への混入を考慮し、曝露が最大となる栽培を想定して評価が行われてき
たことである。2 つ目の理由は、これまでに承認されている遺伝子組換えダイズ
系統が除草剤耐性または脂肪酸組成改変であることである。除草剤耐性及び脂
肪酸組成改変遺伝子組換えダイズの生物多様性影響評価では、仮に導入遺伝子
がツルマメに移行したとしても、ツルマメの競合性、雑草性を上げるものでは
なく、ハザードがほぼゼロであるため曝露量がどれだけ大きくても環境影響評
価の結論に影響しないと判断されている (環境省, 2016)。 
例外的に、コモディティ使用に限定し、曝露量を考慮した評価が行われたも
のとして、モンサントカンパニーにより開発されたチョウ目害虫抵抗性ダイズ 
(MON 87701 (modified cry1Ac, Glycine max (L.) Merr.) (MON 87701, OECD UI: 
MON-877Ø1-2)) がある。MON87701 は、日本におけるカルタヘナ法施行後初の
栽培を含まない、輸入として承認された初の遺伝子組換えダイズ系統である。 
MON87701 のコモディティ利用としての曝露量評価は申請者である日本モン
サント株式会社により立案、実施され、表 2-1 に示した 8 つのステップに基づ
き行われている。その結果、日本において輸入ダイズをコモディティ利用した
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場合の曝露量は非常に小さいと結論され、MON87701 の遺伝子浸透に起因する
リスクは極めて低いと判断されている (農林水産省, 2016g)。 
しかしながら、ステップ 3 及び 4 に関して、農林水産省により主要ダイズ輸
入港 10 港で行われている遺伝子組換え植物実態調査において輸入港のダイズ陸
揚げ地点から半径 5km 以内におけるダイズ生育個体数が調査されているが、陸
揚げ地点から 5km 以遠も同じ数のダイズ個体が生育することを前提としている。
さらに、ステップ 5 について、輸送経路沿いのすべての土地にツルマメが生育
していることを前提としている (農林水産省, 2016g)。したがって、その曝露量
評価において情報が不十分な箇所があり仮定に基づいて考察しており、実際よ
りかなり大きな曝露を想定することとなっている。 
そこで、本章では遺伝子組換えダイズの曝露量評価のステップ 3~5 に関する
情報を収集した。2012~2014 年には輸送経路におけるダイズ個体及びツルマメ集
団の有無を調査した。さらに、2015 年にダイズ輸送経路におけるこぼれ落ちダ
イズ種子の調査を実施した。これらの調査から実験に基づいた情報を収集し、
さらに文献報告や公開情報に基づき日本における輸入ダイズの曝露評価を行う
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ことにより、遺伝子組換えダイズをコモディティ利用した際にハザードが起こ
る状況を明らかにした。 
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表 2-1 遺伝子組換えダイズの日本への導入段階及び曝露量評価のために必要
な情報 
 
ダイズの日本への導入段階 曝露量評価のために必要な情報 
1 ダイズが輸入港へ到着する ダイズの輸入量 
2 
陸揚げ港から食品、飼料工場へ輸送さ
れる 
輸入ダイズの用途別使用量 (搾油用、飼
料用、食品用) 
  
食品、飼料工場の位置 
3 輸送中にダイズ種子がこぼれ落ちる 主要輸送経路 
  
輸送中のダイズ種子のこぼれ落ち発生
頻度 
4 こぼれ落ち種子から発芽、生育する 輸送経路沿いの土地においてダイズが発芽・生育する条件 
  
ダイズの雑草性・侵略性 
5 
ダイズがツルマメと隣接して生育す
る 
輸送経路沿いにおけるツルマメ集団の
分布 
6 
ダイズとツルマメの開花期が重複す
る ダイズ及びツルマメの開花時期 
7 ダイズとツルマメが交雑する ダイズとツルマメの間の交雑率 
8 
ダイズとツルマメの雑種が雑草性、侵
略性を持つ 
ダイズとツルマメの雑種が持つ雑草性、
侵略性に関する形質 
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1. 材料及び方法 
1) 調査ルート 
日本国内で飼料用にバルク輸送される輸入ダイズの輸送経路として、
(Nishizawa et al., 2009) を参考に想定される 11港を始点とした主要幹線道路を通
る全 25 経路を特定した。始点となる 11 港のうち、農林水産省による遺伝子組
換え実態調査 (農林水産省, 2011b) において、最も多くのダイズ個体の生育が報
告されている博多港及び鹿島港を調査対象の港として選定した。 
博多港から輸入ダイズを調達、輸送している飼料工場は 2 箇所あり、両工場
への経路を調査対象とした (図 2-1 の B)。鹿島港から輸入ダイズを調達、輸送
している飼料工場は 7 箇所あり、そのうち、鹿島港からの距離が最も長い加工
場への経路を調査対象とした (図 2-1 の C)。 
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図 2-1 ダイズ個体およびツルマメ集団の調査を実施した輸送経路並びにツル
マメ集団が確認された地点の概要 
 
A: 調査経路の位置する地域 
B: 博多港を始点とする経路 I (赤線) および経路 II (青線)。 
C: 鹿島港を始点とする経路 III (緑線)。 
各経路上の矢印 (∇) はツルマメ集団が確認された地点のおおよその位置を示す。 
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2) 調査地点の選定 
各経路について始点から飼料工場に向かう車線 (進行方向から見て左側のみ) 
の道路端から 10mの幅を調査対象とした。始点から 2.5kmごとに道路を区切り、
調査地点が 2.5km ごとに合計 100m 以上となるように選定した (図 2-2 及び図 
2-3)。 
調査地点の選定は以下に従い行った。まず、各経路沿いの土地の利用形態を
ArcGIS® for Desktop version 10.0 (Esri Japan Corporation, Japan) を用いて航空写真
から解析した。土地の利用形態は国土地理院土地利用調査の区分 (国土地理院, 
2015) を参考に、8 つのカテゴリー (1. 田畑、2. 河川敷、3. 草地、4. 公園緑地、
5. 住宅地 (庭/植栽)、 6. 空閑地、 7. 林地及び 8. 舗装された土地) に分類した 
(図 2-4)。上記 8 カテゴリーのうち、1~3 はツルマメが生育する可能性が高いと
考えられ、4~8 はツルマメが生育する可能性は低いと考えられた。 
2012 年の調査では、ツルマメが生育する可能性が高いと考えられるカテゴリ
ー1~3 を最長 100m となるように調査地点に選定した。経路が市街地等を通る場
合には調査地点の合計が 100m に満たない区画も存在する。 
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2013~2015 年の調査では、2012 年に選定した調査地点に加え、カテゴリー4~8
の土地を調査地点に加えることにより、全区画で調査地点の合計が 100m 以上と
なるように選定した。 
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図 2-2 輸送経路の区画分け (一部抜粋) 
輸送経路を 2.5km ごとに区切り、港に近い位置から区画番号を振った。各区画をピンク色、
または水色で示した。区画ごとに合計 100m 以上となるように調査地点を選定した。調査地
点のおおよその位置は輸送経路上に赤色で示した。なお、本図は経路 I の一部及び経路 II
を示したものである。 
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図 2-3 経路沿いの調査区画、調査地点の模式図 
各調査経路を始点から 2.5km ごとに区切り、始点から近い順に番号を付した (例：区画 1=
始点から 0~2.5km、区画 2=始点から 2.5~5.0km)。 
各区画において、調査地点の合計が 100m 以上となるように選定した。 
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図 2-4 輸送経路沿いの土地利用形態の分類例 
各経路沿いの土地の利用形態を航空写真から 8 つのカテゴリーに分類した。上図は解析前、
下図は解析後。色分けは以下の通り：空閑地 、草地 、住宅地 (庭/植栽) 、公
園緑地  
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3) 鹿島港及び博多港周辺のこぼれ落ちダイズ種子調査 
2015 年 9 月 2~4 日に、鹿島港及び博多港のダイズ陸揚地点から半径 5km の範
囲においてダイズ種子の調査を実施した。調査地点は、農林水産省の遺伝子組
換え植物実態調査においてダイズ個体の生育が確認されている地点を参考とし
て選定した (農林水産省, 2011a; 農林水産省, 2011b; 農林水産省, 2012; 農林水
産省, 2013; 農林水産省, 2014c)。 
 
4) 各経路におけるダイズ種子、ダイズ生育個体及びツルマメ集団の調査 
選定した調査地点において、ダイズ種子及びダイズ生育個体の調査を実施し
た。ダイズ種子の調査は、2015 年 (経路 I 及び II は 8 月下旬、経路 III は 9 月上
旬) に実施し、ダイズ個体の調査は 2012 年、2013 年及び 2014 年 (経路 I 及び II
は 8 月下旬、経路 III は 9 月上旬) に実施した。 
 
2. 結果 
ステップ 1：ダイズが輸入港に到着する 
日本は毎年、約 300万トンのダイズ(Glycine max (L.) Merr.) を消費し、その 90%
以上を海外から輸入している(農林水産省, 2016b)。ダイズの輸入量は 2005 年の
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約 420 万トンから 2014 年の 280 万トンの間で変動しており、輸入ダイズの大部
分は米国またはブラジルに依存している。また、日本でダイズが陸揚げ実績の
ある港のうち、取扱量上位10港で輸入量の95%以上を占めている (財務省, 2016)。 
 
ステップ 2：陸揚げ港から食品、飼料工場へ輸送される 
輸入されたダイズがわが国で使用される際の用途は、1) 搾油用、2) 飼料用及
び 3) 食品用 (搾油用を除く、以下同じ。) に大別される。輸入ダイズは主に搾
油用又は飼料用に使用され、食品用に使用されるものは分別生産流通管理 (IP
ハンドリング) され、輸入される非遺伝子組換えダイズである (Bullock and 
Desquilbet, 2002)。以下、用途別に詳細を記載する。 
 
1) 搾油用 
2013 年には、全輸入ダイズの 69.2%に当たる約 191 万トンが搾油用として利
用されている。ダイズを搾油している企業はダイズが陸揚げされる港湾に隣接
した場所に工場を持つ (農林水産省, 2009)1。 
                                                 
1 ダイズから搾油している製油メーカーは、備蓄設備を持つ。日本国内のダイズ備蓄施設は、全
て沿岸部に建設されている 
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2) 飼料用 
全輸入ダイズの 3.8%に当たる約 10.4 万トンが飼料用として利用されている 
(農林水産省, 2015a)。ダイズを飼料用として扱っている工場は港湾付近にも存在
するが、陸揚げ港から離れており、長距離輸送を必要とする内陸部にも存在す
る。 
 
3) 食品用 
輸入ダイズの 33.9%に当たる約 94 万トンが食品用 (搾油用を除く) として用
いられており、これらはほぼ全量が非組換えダイズである。これら食品用に使
用される非組換えダイズは IP ハンドリングと呼ばれ、搾油用や飼料用の不分別
ダイズとは異なり栽培から輸送まで完全に別の流通ルートにより日本に輸入さ
れている (Bullock and Desquilbet, 2002)。 
ダイズが搾油用、飼料用、食品用として日本の主要輸入港で陸揚げされる際
には、港湾に設置されたアンローダーにより本船から荷下ろしされる (①及び
②)。陸揚げされたダイズは、アンローダーからコンベア (③) を経由し沿岸部
のサイロ (④) で保管される (農林水産省, 2014a)。サイロに搬入されたダイズは、
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加工される工場へコンベア、トラック、ローリー車、内航船、鉄道といったさ
まざまな方法で運搬される (Kano, 1983)。その運搬方法は輸送する量やコストを
勘案し決定される (Kano, 1983)。 
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図 2-5 輸入港においてダイズを陸揚げする際に使用する設備の模式図 
① 本船 (栽培国からダイズを輸送してきた船舶) 
② アンローダー 
③ コンベア 
④ サイロ 
⑤ ダイズが加工される食品・飼料工場 
   
②
③
④
①
⑤
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ステップ 3：輸送中にダイズがこぼれ落ちる 
一般的に、トラックによる穀物の輸送がこぼれ落ちの一番の原因であると考
えられている(Yoshimura et al., 2006; von der Lippe and Kowarik, 2007a; von der 
Lippe and Kowarik, 2007b; Nishizawa et al., 2009)。一方で、荷台にカバーを掛ける
ことや過積載を避けることにより、こぼれ落ちる種子数が減少すること、輸送
距離が短い場合にはこぼれ落ちる種子の数は限定的であることが報告されてい
る (Bailleul et al., 2012)。さらに、トラックの荷台から落ちるセイヨウナタネ種
子について調査が行われており、出発地点からの距離が離れるに従い、こぼれ
落ちる種子の数が減少していくことが報告されている (Bailleul et al., 2012)。し
かし、これまでにトラックで輸送されるダイズのこぼれ落ちに関する報告はな
い。 
本章では、陸揚げ港及び加工場までの経路におけるこぼれ落ちダイズについ
て調査を行った。博多港では、調査を行った 5 地点中 2 地点でダイズ種子が観
察された (図 2-6)。一方で、鹿島港における調査では、ダイズ種子は観察され
なかった (図 2-7)。さらに、2015 年に経路 I、II、III の調査地点 (全 161 地点) の
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調査を行った結果、博多港または鹿島港から加工場までの 3 つの経路では、ダ
イズのこぼれ落ちは確認されなかった。 
本論文では輸送経路沿いの土地におけるダイズ生育個体の有無についても調
査したが、3 年間にわたる 3 経路の調査において、ダイズ個体は確認されなかっ
た。農林水産省により 7 年間にわたり実施されている遺伝子組換え実態調査に
おいても、ダイズ陸揚げ港周辺では毎年数個体の生育が確認されているのみで
ある (農林水産省, 2011a; 農林水産省, 2011b; 農林水産省, 2012; 農林水産省, 
2013; 農林水産省, 2014c)。 
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図 2-6 博多港周辺におけるダイズ調査地点及びダイズ種子が確認された調査
地点 
三角印 (▼)はダイズ種子が確認された調査地点を示す。赤丸 (○) はダイズ種子が確認され
なかった調査地点を示す。黒線は博多港のダイズ陸揚げ地点 (2 箇所、黒丸 (●)) から半径
5km の範囲を示す。 
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図 2-7 鹿島港周辺におけるダイズ調査地点 
 
赤丸 (○) はダイズ種子の調査地点を示す。黒線は鹿島港のダイズ陸揚げ地点 (黒丸 (●)) 
から半径 5km の範囲を示す。 
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ステップ 4：こぼれ落ち種子から発芽、生育  
ダイズは高度に栽培化された作物であり、雑草が一般的に持ついくつかの性
質を栽培化の過程で失っている (OECD, 2000)。種子の休眠性は雑草が持つ重要
な性質の一つであるが、ダイズを含む多くの栽培作物はこの特性を持ち合わせ
ていない (OECD, 2000)。 
Owen (2005) は、栽培ほ場において、収穫を逃れたダイズ種子は発芽し、生
育するボランティア個体となることなく吸水し、すぐに腐ると報告している 
(Owen, 2005)。発芽可能な種子数を減少させる要因として、収穫後の保管、輸送
中の温度や湿度、輸送中の衝撃によるダイズが割れたりひびが入ることの影響
が知られている (Lusas, 2004; de Alencar et al., 2006; Mbofung et al., 2013)。これま
でに確認されているダイズ個体は陸揚げ地点付近の道路沿いに限定されており、
複数年連続して同じ地点でダイズ個体の生育が確認された例はない (農林水産
省, 2011a; 農林水産省, 2011b; 農林水産省, 2012; 農林水産省, 2013; 農林水産省, 
2014c)。この結果は、確認されたダイズ個体がこぼれ落ちに由来するものであり、
ダイズ個体が自生したり生育可能域が拡大していないことを示唆するものであ
る (農林水産省, 2011a; 農林水産省, 2011b; 農林水産省, 2012; 農林水産省, 2013; 
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農林水産省, 2014c)。また、本論文における調査において、博多港付近では吸水・
発根したダイズ種子が観察されたものの、輸送経路沿いでは観察されなかった。 
 
ステップ 5：ダイズがツルマメと隣接して生育する 
遺伝子組換え作物に近縁野生種が存在する場合、遺伝子浸透により導入遺伝
子を持つ近縁野生種が発生する可能性がある。導入遺伝子を持つ近縁野生種が
生息範囲を拡大する、または近縁野生種間の遺伝子流動により導入遺伝子を持
つ近縁野生種の分布が拡大することは、曝露量の増加を意味する (Roberts et al., 
2015)。植物種間の交雑には、生息域の地理的重複、(開花時期の) 時間的重複、
交雑適合性、交雑率、花粉媒介者の有無などのいくつかの要因が影響する (Lu 
and Snow, 2005)。なかでも、ダイズとツルマメが交雑しうる程隣接して生育する
可能性があるのかという点が、ダイズからツルマメへの遺伝子浸透の可能性を
評価するために重要な要因である。コモディティ利用を考えた場合、こぼれ落
ちた輸入ダイズが生育しうる場所 (港湾周辺、輸送経路、穀物の保管・加工施設) 
にツルマメ集団が生息しているか否かが重要である。そこで本論文では、ダイ
ズとツルマメが地理的に共存する可能性を評価するため、航空写真を基にした
調査経路沿いの土地の利用形態の解析を行い、ツルマメが生育する可能性が高
40 
いと考えられる土地 (カテゴリー1、2、3) の面積を調査区画ごとにまとめた (図 
2-8)。航空写真を基にした調査経路沿いの土地の利用形態の解析結果から、輸送
経路周辺の環境は地域により異なるものの、全経路を通して、ツルマメが生育
する可能性が高いと考えられる土地 (カテゴリー1、2、3) は経路が河川沿いの
道路である場合や河川を横切る箇所において多くなる傾向が認められた。一方
で、都市部ではツルマメが生育する可能性が高い土地は少ないことが示された。 
経路 I 及び II では、始点である博多港から離れるにつれてツルマメが生育す
る可能性が高いと考えられる土地 (カテゴリー1、2、3) の面積が増加した。一
方で、経路 III では、カテゴリー1、2、3 の面積は始点である鹿島港から離れる
について減少した (図 2-8)。各カテゴリーが輸送経路沿いの土地の利用形態を
カテゴリー別に表 2-2 に示した。ツルマメが生育する可能性が高いと考えられ
る土地 (カテゴリー1、2、3) は経路 I、II、III でそれぞれ 12.0%、8.5%及び 13.0%
であった (表 2-2)。また、各経路沿いの土地の 8 割以上は舗装された土地であ
るカテゴリー8 であった。 
土地利用形態の解析結果を基に調査地点を選定し、2012、2013 及び 2014 年に、
延べ 493 地点を調査した結果、経路 I 及び III においてツルマメ集団が計 26 集団
確認された。一方で、経路 II ではツルマメ集団は確認されなかった (表 2-3)。
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確認された 26 集団のうち、20 集団は水田・畑、河川敷、草地といった事前にツ
ルマメが生育可能と考えられた土地で確認された (表 2-3)。その内訳は、6 集団
がカテゴリー1 (田畑)、3 集団がカテゴリー2 (河川敷)、11 集団がカテゴリー3 (草
地) で確認された (表 2-3 及び表 2-4)。この結果はこれまでにツルマメの生息地
として報告されている環境と一致するものであった  (沼田・吉沢, 1975; 浅野, 
1995; 高橋ら, 1996; 大橋, 1999; 菊池ら, 2005; 猿田ら, 2007)。一方で、6 集団は
宅地 (庭/植栽) 及び空閑地で確認された (表 2-3 及び表 2-4)。これらのツルマ
メ集団が確認された調査地点は道路新設のため造成等の目的で生育地点付近で
工事が行われていた。これは、ツルマメは洪水による自然撹乱や人為的撹乱 (農
業活動や工事)を受けた場所に自生するというこれまでの報告  (羽鹿ら, 2003; 
山田ら, 2012)と一致するものである。 
経路 I 及び III で確認されたツルマメ集団は博多港からは 60km、鹿島港から
は 45km 以上離れた場所で生育しており (図 2-9)、いずれの経路においても港湾
付近にツルマメ集団は確認されなかった。港のダイズ陸揚げ地点から 5km 以内
で行われた農林水産省の遺伝子組換え植物実態調査においても、ツルマメは数
集団しか確認されていない (農林水産省, 2011a; 農林水産省, 2011b; 農林水産省, 
2012; 農林水産省, 2013; 農林水産省, 2014c)。 
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図 2-8 各調査ルートにおける調査区画ごとのツルマメが生育する可能性が高いと考え
られる土地 (カテゴリー1、2、3) の面積 
  
0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
0 10 20 30 40 50 60 70
博
多
港
―
飼
料
工
場
A
 (
ル
ー
ト
I)
面
積
(m
2
)
港からの距離 (km)
0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
0 2.5 5 7.5 10
博
多
港
―
飼
料
工
場
B
 (
ル
ー
ト
II
)
面
積
(m
2
)
港からの距離 (km)
0
1,000
2,000
3,000
4,000
5,000
6,000
7,000
8,000
9,000
0 5 10 15 20 25 30 35 40 45 50 55 60 65 70 75 82.5
鹿
島
港
―
飼
料
工
場
C
 (
ル
ー
ト
II
I)
面
積
(m
2
)
港からの距離 (km)
田畑
河川敷
草地
田畑
河川敷
草地
田畑
河川敷
草地
 43 
 
 
 
表 2-2 各調査ルートにおけるカテゴリーごとの土地面積及びその割合 
土地利用形態 
経路 I 経路 II 経路 III  全経路合計 
面積 
(m2) 
% 
面積 
(m2) 
% 
面積 
(m2) 
% 
面積 
(m2) 
% 
田畑 40,059 5.2 1,145 0.9 27,078 3.0 68,282  3.8  
河川敷 18,608 2.4 3,556 2.8 9,161 1.0 31,325 1.7 
草地 33,836 4.4 6,044 4.8 81,664 9.0 121,544 6.7 
小計  
(カテゴリー1~3) 
92,503 12.0 10,744 8.4 117,903 12.9 221,150 12.2 
公園緑地 4,360 0.6 1,758 1.4 3,207  0.4 9,325 0.5 
住宅地 (庭/植栽) 12,037 1.6 6,156 4.8 22,981 2.5 41,174 2.3 
空閑地 1,596 0.2 - - 1,604 0.2 3,200 0.2 
林地 1,742 0.2 828 0.7 1,268 0.1  3,838 0.2 
舗装された土地 655,591 85.4 107,746 84.7 764,499 83.9 1,527,836 84.6 
小計  
(カテゴリー4~8) 
675,326 88.0 116,488 91.6 793,559 87.1 1,585,373 87.8 
合計  
(カテゴリー1~8) 
767,829 100.0 127,232 100.0 911,462 100.0 1,806,523 100.0 
* 土地の利用形態は国土地理院土地利用調査の区分を参考して行った (国土地理院, 2015)。 
各カテゴリーの割合はそれぞれのカテゴリーの面積と合計 (カテゴリー1~8) の積として求めた。 
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表 2-3 各経路において確認されたツルマメ集団数及びそれらの確認された調査地点の
土地利用形態 
 土地利用形態 
 
田畑 河川敷 草地 公園緑地 
住宅地 
(庭/植栽) 
空閑地 林地 
2012        
博多 — 飼料工場 A 
(ルート I) 
3 0 0 0 0 0 0 
博多 — 飼料工場 B 
(ルート II) 
0 0 0 0 0 0 0 
鹿島 — 飼料工場 C 
(ルート III) 
0 1 1 0 0 0 0 
2013 
 
 
     
博多 — 飼料工場 A 
(ルート I) 
1 0 3 0 0 1 0 
博多 — 飼料工場 B 
(ルート II) 
0 0 0 0 0 0 0 
鹿島 — 飼料工場 C 
(ルート III) 
0 0 1 0 1 0 0 
2014 
 
 
     
博多 — 飼料工場 A 
(ルート I) 
2 1 2 0 0 2 0 
博多 — 飼料工場 B 
(ルート II) 
0 0 0 0 0 0 0 
鹿島 — 飼料工場 C 
(ルート III) 
0 1 4 0 0 2 0 
Grand Total 6 3 11 0 1 5 0 
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表 2-4 各経路におけるダイズ個体数およびツルマメ集団数 (土地利用形態別) 
 
 土地利用形態 
  
田畑 河川敷 草地 公園草地 
住宅地 
(庭/植栽) 
空閑地 林地 合計 
調査地点数* 59 63 165 22 154 13 17 493 
ダイズ個体数 0 0 0 0 0 0 0 0 
ツルマメ集団数 6 3 11 0 1 5 0 26 
*調査地点数は 3 年間に観察を実施した調査地点数の合計である。 
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図 2-9 ツルマメ集団が観察された調査地点の土地利用形態と港からの距離の
関係 
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ステップ 6：ダイズとツルマメの開花期が重複する 
ダイズとツルマメは、通常開花前に開葯し、受粉が完了する上に、開花期の
後半はほとんどの花が開花しない閉花受粉であるため (阿部ら, 2001)、どちらも
典型的な自殖性植物であると考えられており、仮に両者が隣接して開花期が重
複したとしても両者の交雑率は非常に低いことが知られている (阿部ら, 2001; 
Nakayama and Yamaguchi, 2002; Mizuguti et al., 2009)。一方で、ダイズとツルマメ
の開花期の重複程度と交雑率が強い相関を持つことも報告されている 
(Ohigashi et al., 2014)。したがって、ダイズとツルマメの生育地の地理的な重複
に加え、時間的な重複 (すなわち開花期の重複) も両者の間の交雑に重要な要因
であるといえる。 
ツルマメの開花期はその遺伝子型によってばらつきがある (Nakayama and 
Yamaguchi, 2002)ものの、8 月から 9 月頃であることが知られている (須田ら, 
1995; Nakayama and Yamaguchi, 2002; 加賀ら, 2006)。 
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ステップ 7：ダイズとツルマメが交雑する 
これまでに報告されているダイズとツルマメの間の自然交雑率に関する知見
をまとめた (表 2-5)。従来ダイズとツルマメの雑種形成及びその後のダイズか
らツルマメへの遺伝子浸透に関しては、わが国に自生するツルマメに対して経
時的な調査が行われている。その結果、2003 年から 2006 年にかけて、日本各地
のダイズ畑周辺で栽培ダイズとツルマメとの中間体が探索され、ダイズとツル
マメの自然交雑に由来する中間体が確認されている (Kuroda et al., 2005; Kuroda 
et al., 2008; Kuroda et al., 2010)。しかし、これら発見された中間体が同じ集団内
で生存し続けるかどうかの追跡調査を、中間体の見つかった秋田県 1 地点、佐
賀県 5 地点について行ったところ、佐賀県の 1 地点を除き、翌年には雑種後代
は確認されなかった。佐賀県の 1 地点では、翌年に 1 個体の雑種後代を確認し
たものの、翌々年は確認されなかったと報告されている。また、Kim et al. (2003) 
は韓国全域から 300 個体のツルマメを採取し、そのうち 243 個体について除草
剤グリホサート耐性の有無を調査したが、耐性を示す個体は確認されず、除草
剤グリホサート耐性遺伝子組換えダイズからツルマメへの遺伝子浸透は生じて
いないとしている。 
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ダイズとツルマメをほ場または温室で栽培した場合の自然交雑率についても、
国内及び海外において調査が行われている。国内では、Nakayama and Yamaguchi 
(2002) は、ダイズとツルマメの間の交雑率を調査する目的で、丹波黒とツルマ
メ (系統名：Gls/93-J-01) を 50 cm 間隔でそれぞれ 30 個体ずつ交互に植えて、そ
の自然交雑率を調査した結果、その交雑率は 0.73%であったと報告している。
Yoshimura et al. (2006) は、2001~2004 年に年に除草剤グリホサート耐性の遺伝子
組換えダイズとツルマメを用いて自然交雑率が調査し、両者を 0.7m の距離で栽
培した際に最も交雑率が高く、その交雑率は 0.19%であり、両者の距離が 10m
を超えると交雑種子は観察されなかったと報告している。また、Mizuguti et al. 
(2009) は、2005~2007 年に除草剤グリホサート耐性の遺伝子組換えダイズとツ
ルマメを用いて両者の間の自然交雑率が調査され、種子親であるツルマメの収
穫種子 32,502 粒を発芽、生育させ 1 個体が交雑体であることを確認しており、
その交雑率は 0.01%未満であったと報告している。Mizuguti et al. (2010) は、ダ
イズとツルマメが絡みつく程近接して生育する混植区及び両者の距離が 2、4、6、
8 及び 10m である試験区を設定し、両者の間の自然交雑率は混植区で 0.097%と
最も高く、両者の距離が 8m 及び 10m である試験区では交雑体は確認されなか
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ったと報告している。海外の例では、Liu et al. (2012) は、ダイズとツルマメ間
の自然交雑率は両者の距離が 5m では 0.03%、29m では 0.001%であり、両者の
距離が離れることにより交雑率が低下すると報告している。また、極東ロシア
において除草剤耐性遺伝子組換えダイズとツルマメの間の自然交雑率を調査し
たが、交雑体は得られなかったことが報告されている (Dorokhov et al., 2004)。 
これらの複数の品種を用いた様々な環境、異なる場所や年に実施された試験
の結果から、ダイズとツルマメの間の交雑率は高くても 0.73%であり、極めて低
く、両者の距離が離れるに伴いその交雑率は低下すると考えられた。 
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表 2-5 ダイズとツルマメの間の距離と自然交雑率 
 
国 
ダイズとツルマメの間
の距離 (m) 交雑率 (%) 参考文献 
日本 
絡み合うほど隣接して
栽培   0.00* 
(Kuroda et al., 2005; Kuroda et 
al., 2008; Kuroda et al., 2010) 
韓国    0.00* (Kim et al., 2003) 
日本 0.5   0.73 (Nakayama and Yamaguchi, 
2002) 
日本 0.7 0 – 0.19 (Yoshimura et al., 2006) 
 1.4 0 – 0.040  
 2.1 0 – 0.052  
 2.8 0 – 0.08  
 3.5 0 – 0.038  
 7.0 0 – 0.040  
 10.5 0*  
日本 0.05 <0.01 (Mizuguti et al., 2009) 
日本 0.05 0 – 0.097 (Mizuguti et al., 2010) 
 2 0 – 0.013  
 4 0 – 0.013  
 6 0 – 0.013  
 8 0.00  
 10 0.00  
中国 
 
5 
29 
0.03 
0.001 
(Liu et al., 2012) 
ロシア    0.00* (Dorokhov et al., 2004) 
*ダイズとツルマメの間に交雑体が確認されなかった 
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ステップ 8：ダイズとツルマメの雑種が雑草性、侵略性を持つ 
ダイズは栽培環境に適応進化し、自然環境で生育していくために必要な種子
休眠性といった形質を失っている (OECD, 2000)。また、自然環境に適応したツ
ルマメと栽培作物であるダイズではつる性、茎の伸長性、種子休眠性や裂莢性
といった形態的及び生態的特性に大きな違いがあることから、雑種及び雑種後
代が栽培作物であるダイズの遺伝子をある割合で有することにより、種子休眠
性や裂莢性といった形質を失い、自然環境に適応するのに不利になっている可
能性がある。 
ダイズとツルマメの雑種に関して、人為的に交配して得た従来ダイズとツル
マメの雑種をツルマメの親系統とともに播種した後で、それらの定着の様子を 3
年間追跡調査した結果、雑種系統の定着率は親系統であるツルマメと比較して
明らかに劣っていたことが示されている (Oka, 1983)。さらに、従来ダイズとツ
ルマメの雑種や両者の中間の表現形を示す個体において、休眠性、倒伏性、裂
莢性はツルマメに比べ低下していることが報告されている (Oka, 1983; Chen and 
Nelson, 2004)。 
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Kuroda et al. (2010) は 2003~2006 年に中間体の調査を実施し、雑種後代は速や
かに自然環境から消失していたと報告している。その理由として、1) F1 雑種の
休眠性は種子親であるツルマメの形質によって決定されるため土壌中で生存す
るが、雑種後代種子では硬実種子の割合が減少するため冬期に種子が腐るか、
又は発芽しても寒さにより枯死する、2) 雑種後代の種子が越冬して発芽しても、
その競合性はツルマメより低いために他の植物との競合に勝てず淘汰される、
の 2 つを挙げている。 
また、雑種がダイズに由来する越冬性関連遺伝子を持つ場合、戻し交雑によ
りダイズ由来の遺伝子が浸透する可能性が低下することが報告されている 
(Kitamoto et al., 2012)。さらに、ダイズとツルマメの雑種では、花粉の稔性や胚
珠の受精能力が低下することが報告されている (Kozak, 2009)。 
 
3. 考察 
本章では、コモディティ利用のために日本に輸入された遺伝子組換えダイズ
からツルマメに遺伝子浸透が起こる可能性について、8 つの導入ステップに分け
てそれぞれについて評価した (表 2-1)。ステップ 1、2、6、7 及び 8 については
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これまでに公表されている文献情報に基づき評価を行った。また、ステップ 3、
4及び5については日本に輸入されたダイズの輸送経路におけるダイズ及びツル
マメの調査結果を基に評価を行った。 
日本は毎年、約 300 万トンのダイズを輸入するが、そのほとんどは陸揚げ港
付近で搾油用や飼料用に加工される。一部の輸入ダイズがトラックにより陸揚
げ港から離れた内陸に位置する飼料工場へ輸送され、これについてはこぼれ落
ちの可能性が考えられた。しかしながら、本論文で行った調査では港湾付近で
はこぼれ落ちに起因すると考えられるダイズ種子が確認されたものの、輸送経
路沿いではダイズ生育個体は確認されなかった。以上のことから、日本に毎年
大量に輸入されているダイズの量と比較して、確認されているこぼれ落ちダイ
ズ種子及び生育個体はわずかであり、トラックによる輸送中にダイズがこぼれ
落ちることは稀な事象であると考えることができる。さらに、農林水産省によ
る遺伝子組換え植物実態調査 (農林水産省, 2011a; 農林水産省, 2011b; 農林水産
省, 2012; 農林水産省, 2013; 農林水産省, 2014c) 及び本論文における調査におい
て、こぼれ落ちダイズ種子及びダイズ個体が港付近でのみ確認されていること
から、ダイズのこぼれ落ちは港に近い場所に限定して起こると考えられた。ま
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た、ダイズは高度に栽培化されており種子の休眠性を持たず、輸送中の温度や
湿度、衝撃により発芽能力を持つ種子が減少することから、輸送経路沿いの土
地にダイズ種子がこぼれ落ちたとしても、こぼれ落ちた土地で長期間発芽能力
を維持することは困難であると考えられた。実際に、本論文における調査にお
いて、博多港付近では吸水・発根したダイズ種子が観察されたものの、輸送経
路沿いでは観察されなかった。さらに、本調査の結果、輸送経路中でツルマメ
が自生する可能性のある土地、すなわちこぼれ落ちに起因するダイズとツルマ
メ集団が隣接して生育する可能性がある土地は、輸送経路沿いの土地の 12.2%で
あり、ツルマメ集団は港から大きく離れた土地でしか確認されなかったのに対
し、ダイズ種子は港付近で確認された。これらのことから、輸入ダイズのこぼ
れ落ちに起因する生育個体とツルマメが隣接して生育する可能性が限りなく低
いと考えられた。ダイズとツルマメの間には、両者が絡みつくほどに近接し、
さらに開花期が重複した場合には低確率で交雑が起こる。しかしながら、輸送
中にこぼれ落ちたダイズ全てに交雑の可能性がある訳ではなく、春から初夏に
こぼれ落ち、発芽・生育することができた個体のみツルマメと開花期が重複す
る可能性があることが推察された。また、仮にダイズとツルマメの雑種が発生
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したとしても、これまでの研究報告から、ダイズとツルマメの雑種はダイズが
栽培化の過程で獲得した遺伝子を有することにより適応度が低下し、さらに雑
種における花粉の稔性や胚珠の受精能力が低下により、自然環境から速やかに
消失すると考えられた。さらに、ダイズ、ツルマメ共に自殖性植物であること
から戻し交雑が繰り返し起こる可能性は低く、導入遺伝子が後代に伝わる確率
も戻し交雑の回数が増えるにつれて下がっていく。したがって、遺伝子組換え
ダイズからツルマメに遺伝子浸透する可能性は極めて低く、その遺伝子組換え
ダイズがコモディティ利用に限定された場合には曝露量も低くなることから、
遺伝子浸透の確率はさらに低くなると考えられた。 
以上のことから、日本では輸入ダイズの各導入段階で遺伝子組換えダイズか
らツルマメへの遺伝子浸透の確率を低下させる要因が存在し、その確率は極め
て低いことが推察された。 
なお、本章では農林水産省による遺伝子組換え実態調査 (農林水産省, 2011b) 
において、報告されたダイズ生育個体数が最も多かったことから博多港及び鹿
島港を調査対象の港として選定した。博多港及び鹿島港以外の港にもダイズは
輸入されるものの、ダイズ個体の生育状況を考慮するとこれら 2 港への曝露量
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を上回ることはないと考えられる。今後、港ごとの輸入量や農林水産省による
遺伝子組換え実態調査の結果から、他の港におけるダイズの曝露量が博多港及
び鹿島港を上回る可能性が示唆された場合には、本章で用いたアプローチに従
い、新たに特定された経路における曝露量を評価することが可能であると考え
られる。 
 
本章で整理した、遺伝子組換えダイズをコモディティ利用した際の曝露評価
を基に、遺伝子組換えダイズに起因するハザードの評価方法について考察した。 
日本における輸入ダイズの導入段階である 8 つのステップは、日本のダイズ
輸入量や輸送形態等の使用状況によって変化が生じる可能性がある部分の情報 
(ステップ 1、2 及び 3)、ダイズ・ツルマメの植物としての性質上、将来にわたり
変化が無いと考えられる部分の情報 (ステップ 5、6 及び 7)、及び導入形質によ
って変化が生じる可能性がある部分の情報 (ステップ 4 及び 8) に分けることが
できる。 
上述したように、輸入されたダイズ種子は輸送中の温度、湿度及び衝撃によ
り発芽率が著しく低下しており(Lusas, 2004; de Alencar et al., 2006; Mbofung et al., 
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2013)、高度に栽培化されたダイズは種子休眠性を持たないことから (OECD, 
2000)、こぼれ落ちた場所ですぐに吸水し、腐ると考えられる (Owen, 2005)。し
かし、仮に導入遺伝子または形質転換の際の影響によって種子休眠性を持ち、
生育に適した時期以外には吸水しない機構を獲得した場合にはこぼれ落ちから
生育する個体数が増加する可能性が考えられる。現状のカルタヘナ法の下での
生物多様性影響評価において、遺伝子組換え作物の形態・生育特性が評価され
ている。形態・生育特性の調査において、種子の休眠性についても調査が行わ
れている。したがって、仮に種子の休眠性が高まっている可能性が示唆された
場合に、生育特性等で更なる評価を行うことが適切であると考えられる。 
さらに、本章で遺伝子組換えダイズを例として行った曝露量評価手法が、他
の作物種においても用いることが可能か検証した。まず、トウモロコシ及びワ
タでは日本に交雑可能な近縁野生種が存在しないため、交雑種に関連するステ
ップ 5 以降についての情報は不要と判断でき、こぼれ落ち種子から自生する可
能性に関する情報及び評価対象の遺伝子組換え系統の自生能力に関する情報を
基に評価を行うことが必要である。農林水産省は輸入港周辺及び輸送経路沿い
におけるトウモロコシのこぼれ落ち及び生育個体の調査を行っており、トウモ
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ロコシのこぼれ落ちは確認されたものの、生育が確認されたのは 2 年間でわず
か 1 個体であったと報告している (農林水産省, 2014a; 農林水産省, 2015b)。また、
近年のワタ品種は、長い種子休眠期間、埋土種子の長い寿命、長期にわたる大
量の種子生産性、高い脱粒性、分散に適した種子散布機構などの雑草種特有の
特性を失っており (OECD, 2008; OGTR, 2008)、雑草性や侵略性がないことが知
られている。オーストラリアでは、3 年間 (2002, 2004, 2005) にわたり毎年約
6,000 トンの綿実が輸送されるルートでモニタリング調査が行われており、人の
手が入らない自然条件下でワタが世代交代を繰り返し自生し、雑草化すること
がないことが報告されている (Addison et al., 2007)。したがって、遺伝子組換え
トウモロコシ及びワタに関しても、本来不要ではあるが、導入遺伝子の働きに
より種子の休眠性が付与されると考えられる場合には種子の休眠性を自生能力
の重要な項目として捉え、仮に種子の休眠性が高まっている可能性が示唆され
た場合に、生育特性等で更なる評価を行うことが適切であると考えられる。 
セイヨウナタネについては、ダイズ、トウモロコシやワタと異なり、気温の
大きな変動、水分の欠乏及び暗黒条件が長時間続いた場合には種子休眠性を獲
得することが知られている (Pekrun et al., 1997)。また、セイヨウナタネは路傍や
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工場跡地のような定期的に人の手が加えられる場所では自生化し得ることが知
られており (OECD, 1997)、わが国においては、海外から種子が陸揚げされる港
湾の周辺 (Saji et al., 2005; Aono et al., 2006; Aono et al., 2011; Katsuta et al., 2015)、
港湾からの輸送経路 (Saji et al., 2005; Aono et al., 2006; Nishizawa et al., 2009; 
Nishizawa et al., 2016) 及び河川敷 (Saji et al., 2005) で生育することがこれまで
に報告されている。農林水産省は、2006 年から 2011 年の 6 年間にわたりセイヨ
ウナタネ輸入港 12 港において、生育するセイヨウナタネ群落を調査した結果、
生育が確認された遺伝子組換えセイヨウナタネは主に輸送中にこぼれ落ちた種
子に由来し、その生育範囲は拡大していないことが示されている (Katsuta et al., 
2015)。また、吉村 (2014)は、セイヨウナタネがほ場から逸出した場合の野生化
するシナリオを作成し、推移行列モデルを適用し、個体群の存続性を評価して
いる。推移行列モデルを用いた評価の結果、セイヨウナタネの個体群の存続性
に最も影響を与える要因は種子の休眠性と種子生産性であったとしている (吉
村, 2014)。また、転写因子のように発現が影響を受ける遺伝子の種類が多岐に渡
るものを導入遺伝子とした場合には、その影響の多面性とセイヨウナタネが持
つ自生能力から慎重な評価が求められることが予想される (佐藤, 2011)。導入遺
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伝子が多種類の内在性遺伝子に影響を及ぼす場合や宿主が自生能力も有する場
合でも、種子の休眠性を自生性を評価するための重要な項目であると考えるこ
とができる。遺伝子組換え系統の種子の休眠性が従来系統と比較して変化して
いないことを確認することで自生能力が従来系統と比較して上がっていないと
判断することができると考えられる。 
セイヨウナタネについて、交雑可能な近縁種として Brassica. juncea、B. rapa、
B. carinata、B. nigra、B. oleracea、B. fruticulosa、B. maurorum、B. tournefortii、
Diplotaxis catholica、D. muralis、D. erucoides、Eruca sativa、Erucastrum gallicum、
Hirschfeldia incana、Raphanus sativus、R. raphanistrum、Sinapis alba 及び S. arvensis
の 18 種が知られている (OECD, 2012)。これらのうち、B. rapa は栽培種、B. nigra、
R. raphanistrum、S. arvensis、B. juncea 及び H. incana は帰化植物であり日本に生
育する (角田・志賀, 2001; 清水ら, 2001 ; OGTR, 2002; 中井, 2003)。栽培種及び
帰化植物はカルタヘナ法上は保護対象である影響を受ける野生種に該当しない
ものの、導入遺伝子を獲得することにより自然環境で競合において優位になる
ことで生態系に影響する可能性が懸念される (津田, 2016)。日本に生育する近縁
種のうち、B. juncea 及び B. rapa はセイヨウナタネとの間で雑種を作出しやすい
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種として上位に位置づけられている (津田, 2016)。Tsuda et al. (2014) 及び 津田 
(2016) は、セイヨウナタネからこれら 2 種への遺伝子浸透の可能性についてま
とめている。B. juncea とセイヨウナタネの交雑はどちらが花粉親の場合でも起
こるが、セイヨウナタネが花粉親の場合の自然交雑率は、0.13~5.91%であり 
(Bing et al., 1996; Jørgensen et al., 1998; Pu et al., 2007; Liu et al., 2010; Tsuda et al., 
2012b)、セイヨウナタネを花粉親とした場合の距離と交雑率と関係では、混植区
で 1.62%の交雑率、花粉源から 1m 離れた地点の交雑率は 0.05%と大きく減少し、
5m および 10m 地点で 0.04%、雑種が確認された最も遠い地点は 17.5m であり、
その交雑率は 0.03%であることが報告されている (Tsuda et al., 2012b)。 また、
B. junceaとセイヨウナタネとの間の雑種の花粉稔性は 0～78%であったと報告さ
れている (Frello et al., 1995; Choudhary and Joshi, 1999; Sandhu and Gupta, 2000; 
Song and Qiang, 2003; Pu et al., 2007; Liu et al., 2010)。さらに、自殖後代や戻し交
雑後代では稔性は回復する傾向にある (Song et al., 2010; Tsuda et al., 2012a)。 
農林水産省により実施されている遺伝子組換え植物実態調査において、港湾
周辺のモニタリング調査が行われているが、遺伝子組換えセイヨウナタネの分
布が拡大することは確認されていない (Katsuta et al., 2015)。しかしながら、導入
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形質の影響によりセイヨウナタネとカラシナとの交雑体が従来のセイヨウナタ
ネ又はカラシナよりも高い適応度を持つ場合、第 3 章で述べるようなハザード
評価をステップ 8 において実施する必要があるかもしれない。 
以上のように、本論文で提案した日本に導入される 8 つの段階に分け、それ
ぞれの知見を収集する方法はダイズだけではなく、現在日本に輸入されている
主要な遺伝子組換え作物であるトウモロコシ、ワタ及びセイヨウナタネに対し
ても適用可能であり、その曝露に関する情報からハザード評価において情報収
集を必要とする状況を明確にすることができると考えられた。 
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第3章 チョウ目害虫抵抗性遺伝子組換えダイズのハザード評価 
1. 緒言 
リスク評価とは、想定されるハザードをそれが起こりうる状況のもとで評価
するプロセスと定義され、ハザードと曝露の 2 つの要素に分解される (Nickson, 
2008)。Roberts et al. (2014) は、ほ場試験やコモディティ目的で遺伝子組換え作
物を使用した際の、環境影響評価についてまとめている。その中で、環境中へ
の曝露は輸送中の非意図的なこぼれ落ちによるものであることから、1) 曝露さ
れる範囲が狭いこと、2) 受容環境は農業環境ではなく輸送経路付近の撹乱され
た土地であることの 2 点を栽培を目的とした場合と異なる点として挙げている。
また、遺伝子組換え作物がその環境において生存し、その生息範囲を広げるこ
とができるかが重要な要素であるとしている。 
第2章において、日本に遺伝子組換えダイズをコモディティ利用目的で輸入、
使用した場合に、その輸送経路沿いでダイズが生育する可能性は極めて低く、
輸入港付近に限られることを示した。また、導入遺伝子や形質転換の際の影響
によってダイズの自生能力が高まっていないかについて評価するためには、種
子の休眠性が最も重要な形質であることを示した。 
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遺伝子組換えダイズにおいて、導入遺伝子によって付与された形質や形質転
換の際の影響が種子の休眠性を含む形態・生育特性に及んでいないことは国内
および海外で実施されるほ場試験により調査されている (環境省, 2016)。国内で
はカルタヘナ法の下で評価済みの遺伝子組換えダイズにおいても、形態及び生
育の特性、生育初期における低温耐性、生体の越冬性、花粉の稔性及びサイズ、
種子の生産量、脱粒性、休眠性及び発芽率といった諸形質を日本や海外のほ場
または人工気象室で調査し、組換え系統と対照品種で生物学的に意味のある差
異がないことが確認されている (環境省, 2016)。 
一方で、ツルマメ自生地におけるダイズとツルマメの雑種後代の適応度およ
び適応度関連形質の QTL 等の情報に基づき確立した遺伝子浸透モデルによるシ
ミュレーションの結果、①ダイズ、ツルマメの有効集団サイズが大きい、②毎
年交雑が発生する、③導入遺伝子への選択圧が高い状態が続く場合には、ツル
マメ集団中の導入遺伝子の固定が早まることが示されている (加賀ら, 2014)。今
後開発が進むと予想されるストレス耐性、高収量性といった形質を持つ遺伝子
組換えダイズについては、形質によっては導入遺伝子への選択圧となる可能性
は否定できない。 
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例えば、モンサントカンパニーにより開発されたチョウ目害虫抵抗性ダイズ 
(MON 87701 (modified cry1Ac, Glycine max (L.) Merr.) (MON 87701, OECD UI: 
MON-877Ø1-2)) の場合、チョウ目昆虫による食害が減少することにより雑種や
その後代の雑草性が上昇する可能性が想定される。 
ある植物種が別の環境に持ち込まれる、または逸出した際の雑草リスク評価
方法として Weed Risk Assessment (WRA) が知られており、日本に導入される植
物に対して適用するために本手法を基にした評価方法が構築されている 
(Nishida et al., 2009)。また、ある生物の個体群が存続するかどうかを定量化する
手法として推移行列モデルが知られている (Crawley et al., 1993)。WRA や推移行
列モデルは、個体群がその受容環境において拡大するかどうかを定量的に評価
する方法であり、遺伝子組換え作物の環境影響評価にも適用可能であると考え
られ、すでにダイズやナタネでも導入が試みられている (吉村, 2014)。このよう
に、雑草性や侵略性に関して、その植物体が個体数を増加させることができる
かどうかを評価の指標とすることが提唱されており (Crawley et al., 1993)、EU に
おいても遺伝子組換え作物及び交雑体の個体群の増加が評価エンドポイントの
一つとしている (EFSA, 2010)。 
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チョウ目昆虫がツルマメに与える影響について、東北、関東、中国四国およ
び九州の各地域に自生するツルマメに対して 2 年間に渡り調査が実施され、66
種のチョウ目昆虫がツルマメを食餌することが確認されている (安田ら, 2014)。
また、ツルマメの葉の食害はチョウ目昆虫によってのみ引き起こされる訳では
なく、バッタ目、カメムシ目、コウチュウ目やハエ目といった昆虫種にも食害
されることが報告されている (菊池, 2013)。現在、ツルマメ集団のサイズを制限
する環境要因や生物学的要因については調査されておらずチョウ目昆虫による
葉の食害がツルマメ集団の制限要因となっているかは明らかではない。 
多くの植物種は、食害が種子生産に負の影響を及ぼすことを緩和するために
補償作用にはリソースの分配や再分配、被食害後の再生パターン及び光合成活
動の変化、葉の枯れ上がりの遅延、樹冠構造の変化等の補償作用を持つことが
知られている (Trumble et al., 1993; Haile et al., 1998a)。一般的に、ダイズでは、
栄養成長期や生殖生長後期の食害は種子生産量に影響を及ぼさないことが知ら
れている (Haile et al., 1998b; Hunt et al., 2010)。しかしながら、生殖生長初期から
中期にかけては、食害により感受性が高く、収量や収量関連形質に負の影響を
及ぼす可能性があることが知られている (Willson, 1989; Haile et al., 1998b; Hunt 
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et al., 2010)。ダイズでは、20％の食害を受けた場合でも、種子生産に影響がない
ことが報告されている(Willson, 1989; Rice, 2002; Hunt et al., 2010)。ツルマメがチ
ョウ目昆虫から受ける食害程度を量的に把握するとともに、ツルマメが持つ補
償作用についても考慮することが必要である。ツルマメもダイズと同様に、食
害に対する補償作用を持っている可能性が考えられるが、これまでに報告は無
い。そこで、遺伝子組換え害虫抵抗性ダイズからツルマメに導入遺伝子が移行
した際の影響を評価するため、1) 日本で自生するツルマメ集団が昆虫から受け
る食害程度の調査、及び 2) 昆虫による食害を模した摘葉が、ツルマメの種子生
産性に及ぼす影響、の二つの試験を行った。これらの試験結果に基づき、本章
では遺伝子組換え害虫抵抗性ダイズからツルマメに遺伝子浸透した際の影響を
評価した。  
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2. 材料及び方法 
1) 自生ツルマメ集団の調査：食害昆虫の評価 
2011~2013 年に茨城県つくば市、下妻市、八千代町及び佐賀県佐賀市、神埼市、
みやき町において自生ツルマメ集団を特定し、調査した。調査対象としたツル
マメ集団の生育環境を 表 3-1 に示した。生育の度合いは地域や環境、年次によ
ってさまざまであるが、一般的にツルマメは 4 月から 8 月に発生し (松尾ら, 
2014)、10 月から 12 月に成熟する (福井ら, 1978) ことから、6 月に各年の初回
調査を実施した。2011 年の調査は、2 週間に 1 回、ツルマメの成熟期まで行い、
ツルマメの生育段階をダイズの生育段階 (Pedersen, 2009) に従い記録した。2012
年及び 2013 年の調査はツルマメの生育期間に漏れがないように年 3~4 回実施し
た。 
ツルマメ集団が受ける食害の観察は、各調査地点においてコドラート (30cm
×30cm) を無作為に 3 箇所設置して行い、コドラート内のツルマメ葉面積に対
する食害・傷害程度の割合を 0~100%で評価した。食害・傷害を及ぼす生物群の
分類は食害痕を基に表 3-2 に従って実施した。なお、作物に食害を及ぼす生物
群の特定は害虫防除を適切に行うための最初のステップであり、食害痕から生
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物群を判定する方法はダイズ、トウモロコシの栽培において従来から用いられ
ている (Hodgson et al., 2012)。  
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表 3-1 調査対象としたツルマメ集団及びその生育環境 
都道府県 集団番号 
調査年 自生地の特徴 
2011 2012 2013  
 
1 ○ ○ ○ 
道路新設工事に伴い発生した空き地。 
 
2~10 ○ － － 
 
11 ○ － － 農業用水路沿いの斜面。 
 
12 ○ ○ ○ 土手 
 
13 ○ － － 土手 
 
14 ○ ○ ○ 休耕地 
 
15 ○ － － 休耕地 
茨城 16 ○ ○ ○ 砂利を含む客土が堆積した土地。 
 
17 ○ － － 畑横の空き地 
 
18 ○ － － 農業用水路沿いの斜面 
 
19 ○ ○ ○ 休耕地 
 
20 ○ － － 休耕地 
 
21 ○ ○ ○ 休耕地 
 
22 ○ ○ ○ 畑横の空き地 
 
23 ○ ○ ○ 畑横の空き地 
 
1 ○ ○ ○ 水路沿いの斜面 (管理無し) 
 
2 ○ － － 水路沿いの斜面 (管理有り) 
 
3 ○ ○ ○ 水路沿いの斜面 (管理有り) 
 
4 ○ － － 水路沿いの斜面 (管理有り) 
 
5 ○ ○ ○ 水路沿いの斜面 (一部管理区画) 
 
6 ○ ○ ○ 水路沿いの斜面 (管理有り) 
佐賀 7 ○ － ○ 水路沿いの斜面 (管理有り) 
 
8 ○ － － 水路沿いの斜面 (管理有り) 
 
9 ○ － － 土砂捨て場 
 
10 ○ ○ ○ 水路沿いの斜面 (管理無し) 
 
11~12 ○ － － 水路沿いの斜面 (管理無し) 
 
13 ○ － － 水路沿いの斜面、工事中 
 
14~16 ○ － ○ 新規建設道路脇 
 
17 ○ － － 水路沿いの斜面 (管理有り) 
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図 3-1 調査を実施したツルマメ集団の生育段階 
ツルマメの生育段階は Pedersen (2009) に基づき以下のように定義した。 
栄養生長期 (VE ~ Vn), 開花期 (R1 ~ R2), 莢/種子成熟期 (R3 ~ R8)  
調査日を図中に示した。調査日が 2 つの生育段階にまたがる場合 (例; 10-Aug., 2011) は、その調
査日に観察したツルマメ集団が複数の生育段階であったことを意味する。 
 
27-Jun       21- Jul 3-Aug   17-Aug 14-Sep      28- Sep30-Aug
19- Jul 10-Oct11-Sep
21-Jun     19-Jul 10-Oct11-Sep
2011
2012
2013
栄養成長期 開花期 着莢/種子成熟期
茨城
29-Jun       26- Jul 10-Aug 7-Sep       21-Sep      5-Oct24-Aug
24- Jul 23-Oct18-Sep
26-Jun     25-Jul 21-Oct18-Sep
2011
2012
2013
佐賀
栄養成長期 開花期 着莢/種子成熟期
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表 3-2 ツルマメに食害・傷害を及ぼす主要な生物郡及びその症状 
葉の欠失を伴う 葉の欠失を伴わない  
コウチュウ目 バッタ目 チョウ目 カメムシ目、カタツムリ類等 
通常は細い葉脈を避け、軟
らかい葉組織を摂食する。
食害葉は葉脈の骨格のみ
が残った形となる (例：マ
メコガネ, Popillia japonica 
Newmann) (図 3-2A)。 
 
硬い葉脈を除き葉全体を
摂食する。食害痕は不規則
な形となる (例：バッタ類、
コオロギ類) (図 3-2B)。 
食害痕は若干不規則ではある
が、バッタ目よりは滑らかで
ある。植物体の頂部、葉の縁
から摂食することが多い (図 
3-2C)。また、チョウ目昆虫の
糞から特定することもでき
る。特定のチョウ目は糸を吐
いて葉を綴り合わせ、葉脈を
残し摂食する (例：ハマキガ
類)。 
カメムシ目：葉の向軸面に目立つ白い斑
点ができ、最終的に葉が萎れ、枯死する。 
ヨコバイ亜目：葉の周辺部に多くの小さ
な黄色~褐色の斑点ができ、葉の萎縮や
生育阻害をもたらす。 
アブラムシ類：葉の向軸面に皺ができ、
生育阻害を及ぼす。蜜を分泌し、黒いカ
ビの生育を促す。 
ハダニ類：葉の背軸面に白又は黄色の斑
点ができ、最終的に葉が萎れ、枯死する。 
カタツムリ類、ナメクジ類：葉の表面に
ぬるぬるした、銀色の歩行跡を残す。食
害葉は変形し、ぼろぼろになる。 
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図 3-2 コウチュウ目、バッタ目及びチョウ目昆虫によるツルマメの食害痕 
A：コウチュウ目昆虫、B：バッタ目昆虫、C：チョウ目昆虫 
 
  
A B 
C 
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2) 摘葉がツルマメの莢数及び種子数に与える影響 
米国ミズーリ州セントルイスのモンサントカンパニーの人工気象室において
摘葉処理がツルマメの莢、種子生産に与える影響を調査した。人工気象室は、
湿度 60%、明期 26ºC 13 時間、暗期 22ºC 11 時間に設定した。 
200 穴トレイに M360 potting soil media (Hummert International, Earth City, 
Missouri, USA) を詰め、ツルマメ種子  (PI339736A, USDA-GRIN Germplasm 
Bank) を 1 粒撒きで 150 粒播種した。播種後、平均生育段階が VC ステージ 
(Pedersen, 2009) となった時点で、生育段階が均一な 60 個体を選抜し、M360 培
養土を詰めた直径 14.7cm のポットに移植した。移植した 60 個体を無作為に 12
反復に分け、同一反復の 5 個体に摘葉処理区 (0%、10%、25%、50%及び 100%)
を割り付けた。成熟期に至る前に 2 個体 (0%及び 10％) が死亡したため、これ
らの処理区については 11 反復となった。ダイズでは開花期 (R1~R2) 及び莢成
熟期に食害を受けた場合に最も大きく収量が減少することが知られている 
(Willson, 1989; Haile et al., 1998b)。これに倣い、本試験においても開花始めから
開花期 (R1 ~ R2) の間に摘葉処理を行った。摘葉処理は、チョウ目昆虫による
食害行動を模して、植物体の上部から下部に向けて、3 日間掛けて行った (Haile 
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et al., 1998a; 1998b)。初日には、植物体の上から 1/3 の部分の葉を、各処理区で
設定された摘葉割合に応じて除去した。2 日目は、植物体の上から 2/3 の部分の
葉を除去し、3 日目に下から 1/3 の葉を除去した。全ての摘葉処理は、各小葉の
葉柄を切ることにより実施した。摘葉処理 100%では、主茎及び分枝から出た全
ての展開した葉を除いた。ツルマメの成熟初期 (R7) に莢数と種子数を調査した。 
 
3) 統計解析 
自生ツルマメ集団の調査  
調査の結果、多くの生物群が食害・傷害を及ぼすことが確認されたが、食害
の大きさ及び分布の普遍性 (茨城、佐賀両県の複数集団で一貫して観察された生
物群) を考慮し、コウチュウ目、バッタ目及びチョウ目昆虫の食害程度について
統計解析を行った。食害程度を対数変換 (log10 (1+X)) し、SAS® version 9.4 (SAS, 
2014) を用いて、昆虫目を固定要因、調査地点と調査年の組み合わせた環境 
(例：2012 年-佐賀、2014 年-茨城)及びツルマメの 3 つの生育段階 (栄養生長期、
開花期、莢/種子成熟期) をランダム要因とした線形混合モデル分散分析により
解析した (α = 0.05)。 
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摘葉がツルマメの莢数及び種子数に与える影響 
無処理区と各摘葉処理区 (10%、25%、50%及び 100%) との間における、成熟
初期の莢数及び種子数について、SAS® version 9.2 (SAS, 2002-2008) を用いて摘
葉処理区を固定要因、反復をランダム要因とした線形混合モデル分散分析によ
り解析を行った (α = 0.05)。 
 
3. 結果 
1) 自生ツルマメ集団の調査：食害程度 
調査の結果、生育段階を通じて、ツルマメは多くの生物によって食害を受け
ていることが確認された (表 3-3)。その中でも、バッタ目 (バッタ類、コオロギ
類)、コウチュウ目  (マメコガネ、ハムシ類)、チョウ目  (ハスモンヨトウ 
(Spodoptera litura Fabricius) 、ダイズサヤムシガ  (Matsumuraeses falcana 
Walsingham)、シャクガ類) が主要な生物群であった。それぞれの年における調
査エリア (県)、生育段階ごとの主要昆虫 3 目による食害程度の平均値は、バッ
タ目が最も高く (7.75%)、コウチュウ目がそれに続いた (表 3-3)。チョウ目昆虫
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による食害はツルマメの生育段階、年次、調査エリアを問わず低く、ほぼ全て
の調査回でバッタ目、コウチュウ目よりも有意に低い値であった (p<0.05; 表 
3-3)。 
また、ツルマメが受ける食害や傷害程度は場所や年次によってばらつきがあ
り。各調査回に観察された食害・傷害程度の合計の範囲は 3.6 ~ 30.6%であった 
(図 3-3 及び図 3-4)。 
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表 3-3 主要昆虫 3 目によるツルマメの食害程度 
調査エリア(県) 年 生育段階 食害程度 (%) 
   
コウチュウ目昆虫 バッタ目昆虫 チョウ目昆虫 
茨城 2011 栄養成長期 3.73 b 6.91 a 0.77 c 
  開花期 0.98 b 2.63 a 0.93 b 
  着莢/種子成熟期 0.40 c 2.30 a 1.27 b 
 2012 栄養成長期 0.70 a 0.89 a 0.01 b 
  開花期 0.14 b 0.85 a 0.00 b 
  着莢/種子成熟期 0.03 b 2.75 a 0.04 b 
 2013 栄養成長期 3.07 a 0.71 b 0.01 c 
  開花期 0.20 a 0.60 a 0.10 a 
  着莢/種子成熟期 3.37 a 3.22 a 0.07 b 
佐賀 2011 栄養成長期 3.73 b 7.75 a 1.66 c 
  開花期 0.55 b 1.68 a 0.80 b 
  着莢/種子成熟期 0.17 c 1.51 a 0.79 b 
 2012 栄養成長期 1.46 a 0.81 a 0.08 b 
  開花期 0.07 a 0.20 a 0.09 a 
  着莢/種子成熟期 0.18 b 1.97 a 0.09 b 
 2013 栄養成長期 2.95 a 1.25 b 0.24 c 
  開花期 0.36 ab 1.46 a 0.13 b 
  着莢/種子成熟期 1.07 ab 1.41 a 0.58 b 
abc：異符号間に有意差あり (p<0.05) 
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図 3-3 茨城のツルマメ集団における調査ごとの主要昆虫 3目による食害程度及
び食害・傷害程度の合計 
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図 3-4 佐賀のツルマメ集団における調査ごとの主要昆虫 3 目による食害程度
及び食害・傷害程度の合計
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2011 年の茨城では、食害程度の合計は栄養生長期に行った 2 回目の調査時に
最も大きく (22.1%)、開花期に行った 5 回目の調査時に最も小さかった (8.0%) 
(図 3-3)。バッタ目による食害は栄養生長期に行った 1 回目の調査で最も高く 
(9.9%)、莢/種子成熟期に行った 6回目の調査で最も小さかった (2.1%) (図 3-3)。
コウチュウ目による食害は 2 回目の調査で最も高く (8.8%)、莢/種子成熟期に行
った 6 回目の調査で最も小さかった (0.2%) (図 3-3)。全ての調査において、チ
ョウ目昆虫による食害はバッタ目昆虫による食害よりも低かった。また、チョ
ウ目昆虫による食害とコウチュウ目昆虫による食害を比較すると、1~4 回目の調
査まではチョウ目昆虫による食害の方が小さく、それ以降ではチョウ目昆虫に
よる食害の方が大きかった。しかし、チョウ目昆虫による食害が 2%を超えるこ
とはなかった (図 3-3)。 
2012 年の茨城では、食害程度の合計は莢/種子成熟期に行った 3 回目の調査時
に最も大きく (17.0%)、栄養生長期に行った 1 回目の調査時に最も小さかった 
(3.6%) (図 3-3)。バッタ目による食害は 3 回目の調査で最も高く (3.0%)、1 回目
の調査で最も小さかった (1.0%) (図 3-3)。コウチュウ目による食害は 3 回目の
調査で最も高く (0.8%)、1 回目の調査で最も小さかった (<0.1%) (図 3-3)。チョ
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ウ目昆虫による食害はツルマメの全生育段階において一貫して低く、0.1%未満
であった (図 3-3)。 
2013 年の茨城では、食害程度の合計は栄養生長期に行った 1 回目の調査時に
最も大きく (19.6%)、同じく栄養生長期に行った 2 回目の調査時に最も小さかっ
た (4.2%) (図 3-3)。バッタ目による食害は 4 回目の調査で最も高く (4.5%)、3
回目の調査で最も小さかった (0.7%) (図 3-3)。コウチュウ目による食害は 4 回
目の調査で最も高く (4.6%)、3 回目の調査で最も小さかった (0.2%) (図 3-3)。
チョウ目昆虫による食害はツルマメの全生育段階において一貫して低く、0.1%
未満であった (図 3-3)。 
2011 年の佐賀では、食害程度の合計は栄養生長期に行った 1 回目の調査時に
最も大きく (30.6%)、同じく莢/種子成熟期に行った 7 回目の調査時に最も小さ
かった (10.3%)。バッタ目による食害は 1 回目の調査で最も高く (19.8%)、6 回
目の調査で最も小さかった (1.3%)。コウチュウ目による食害は 1 回目の調査で
最も高く (9.3%)、7 回目の調査で最も小さかった (0.1%未満)。チョウ目昆虫に
よる食害は 3 回目の調査で最も高く (3.1%)、5 回目の調査で最も小さかった 
(0.8%)。ツルマメの全生育段階において、チョウ目昆虫による食害はバッタ目昆
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虫の食害よりも小さかった。1~2 回目の調査では、コウチュウ目昆虫の食害より
チョウ目昆虫による食害が小さかったが、3~7 回目の調査ではチョウ目昆虫によ
る食害の方が大きかった (図 3-4)。 
2012 年の佐賀では、食害程度の合計は莢/種子成熟期に行った 3 回目の調査時
に最も大きく (17.9%)、栄養生長期に行った 1 回目の調査時に最も小さかった 
(11.6%)。バッタ目による食害は 3 回目の調査で最も高く (2.3%)、1 回目の調査
で最も小さかった (1.2%)。コウチュウ目による食害は 1 回目の調査で最も高く 
(2.9%)、3 回目の調査で最も小さかった (0.1%未満)。ツルマメの全生育段階にお
いて、チョウ目昆虫による食害はバッタ目及びコウチュウ目昆虫の食害よりも
小さく、一貫して 0.1%未満であった (図 3-4)。 
2013 年の佐賀では、食害程度の合計は莢/種子成熟期に行った 4 回目の調査時
に最も大きく (18.0%)、開花期~莢/種子成熟期に行った 3 回目の調査時に最も小
さかった (5.4%)。バッタ目による食害は 4 回目の調査で最も高く (3.6%)、3 回
目の調査で最も小さかった (0.7%)。コウチュウ目による食害は 2 回目の調査で
最も高く (3.4%)、3 回目の調査で最も小さかった (0.2%未満)。チョウ目による
食害は 4 回目の調査で最も高く (1.9%)、3 回目の調査で最も小さかった (0.1%
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未満)。ツルマメの全生育段階において、チョウ目昆虫による食害はバッタ目及
びコウチュウ目昆虫の食害よりも小さかった (図 3-4)。 
 
2) 摘葉がツルマメの莢数及び種子数に与える影響 
ツルマメは移植前、後ともに生育は良好であった。摘葉処理前後の各群の代
表個体を図 3-5 に示した。供試したツルマメ個体について、選抜を行った栄養
生長初期 (VC) から摘葉処理を行った開花初期 (R1~2) の間で、個体間の形態的
な違いは認められなかった。 
莢数及び種子数について、100%の葉を取り除いた場合では無処理区と比較し
て統計学的に有意に減少していた (表 3-4、図 3-6 及び図 3-7)。一方で、R1~R2
期 (開花始~開花期)にツルマメの 50%の葉を取り除いた場合は無処理区と比較
して莢数及び種子数の減少は認められなかった。さらに、ツルマメの 50%の葉
を取り除いた場合でも無処理区と比較して R7 期 (成熟初期) までの日数に違い
は認められなかった (表 3-4)。 
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図 3-5 摘葉処理直後 (R1~2 期) における各処理区のツルマメ個体 (上) 及び
R7 期における各処理区のツルマメ個体 (下) 
図中の数字は各処理区における摘葉処理の程度を%で示している。無処理区 (0%) は
対照区として設定した。 
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図 3-6 R1~2 期に摘葉処理を行ったツルマメの莢数  
青は個体あたりの莢数を示し、赤は処理区ごとの平均莢数を示す。  
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図 3-7 R1~2 期に摘葉処理を行ったツルマメの種子数  
青は個体あたりの種子数を示し、赤は処理区ごとの平均種子数を示す。
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表 3-4 R1~R2 期に 5 段階で摘葉したツルマメの莢数、種子数、並びに開花期及び成熟初期までの日数 
摘葉処理 (%) 
1 個体あたりの莢数 1 個体あたりの種子数 
開花期までの
日数 3 成熟初期までの日数 4 
 平均 (SE)1 範囲 2 平均 (SE)1 範囲 2   
0 (対照区) 354 (17.8) 257-432 797 (40) 587-1,015 30 68 
10 347 (7.9) 300-393 790 (25) 634-927 30 68 
25 331 (11.4) 271-395 756 (32) 594-916 30 68 
50 352 (13.6) 291-426 805 (36) 584-1,003 30 68 
100 286*  (22.6) 169-386 568* (47) 283-749 30 78 
* 対照区との間に統計学的有意差が認められた (ANOVA、α = 0.05) 
1SE = 標準誤差 
2それぞれの処理区における最大値及び最小値 
3摘葉は R1~R2 期に行った。R1：開花始、R2：開花期 
4収穫は R7 期に行った。R7：成熟初期。
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4. 考察 
 
これまでに日本においてカルタヘナ法に基づき 11系統の除草剤耐性遺伝子組
換えダイズ及び 4 系統の脂肪酸組成改変遺伝子組換えダイズ (掛け合わせ品種
を除く) について環境影響評価が行われているおり、うち 2 系統は除草剤耐性と
脂肪酸組成改変の両方の形質を持つ (環境省, 2016)。ダイズについては、交雑可
能な近縁野生種が日本に生育することから、そのハザード評価では、遺伝子組
換え植物自体が自然環境下で生存し、他の植物を駆逐する可能性に加え、遺伝
子浸透による影響も考慮した評価が行われてきた。 
一方で、今後は除草剤耐性だけでなく、環境ストレス耐性や高収量といった
形質が付与された遺伝子組換え作物の開発も予想されており、これらの形質が
ツルマメにとって選択圧となった場合、遺伝子浸透の確率を上げる可能性は否
定できない。そこで、本章ではチョウ目害虫抵抗性ダイズを例として、そのハ
ザード評価を本調査及び文献情報に基づいて試みた。 
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① 出芽~栄養生長期 
カブラヤガ  (Agrotis segetum Denis & Schiffermüller) およびシロヒトリ 
(Chionarctia nivea Ménétriès) の幼虫を用いて、チョウ目昆虫による発芽実生の摂
食量について調査が行われており、幼虫 1 匹あたりの摂食量はカブラヤガが約
26 本、シロヒトリが 192 本であったと報告されている (安田ら, 2014)。一方で、
ツルマメの実生の発生密度と種子生産量の関係について、試験ほ場においては
種密度の異なる処理区 (4、16、64、256、1024 粒/m2) を設定し、単位面積あた
りの生存個体数や種子数が調査されている (安田ら, 2014)。調査の結果、播種密
度が高まるにつれて結実までに至る個体数は減少し、明確な密度効果が認めら
れたことから、実生段階や栄養生長期における摂食は種子生産数に大きな影響
を与えない可能性があることを示している (安田ら, 2014)。 
 
② 栄養生長期~成熟期 
3 年に渡り、茨城県および佐賀県のツルマメ集団が自然環境下で受ける食害程
度を定量的に調査した結果、全ての食植者による食害の合計は食害が最も大き
い調査回でも約 30％であった (図 3-3 及び図 3-4)。主要な食植性の昆虫目はバ
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ッタ目、コウチュウ目及びチョウ目であったが、チョウ目昆虫による食害はわ
ずかであり、最も食害が大きかった調査でも 2％以下と、他の食植者よりも食害
程度は小さかった。今回の調査の結果から、これまでに日本で実施されたツル
マメの食植者に関する調査結果 (菊池, 2013; 安田ら, 2014) と同様に、バッタ目、
コウチュウ目、チョウ目、カメムシ目、ヨコバイ目、ハエ目といった多種の食
植者がツルマメを食害していることが確認された。また、茨城・佐賀の両調査
エリアにおいて、チョウ目昆虫による食害が他の食植者と比較して小さかった
ことから、チョウ目昆虫がツルマメを食害する主要な生物ではないと考えられ
た。 
また、食植者による食害を模した摘葉試験の結果、ツルマメは開花始めから
開花期に 50％の葉を失った場合でも、新たな葉を作り、無処理区と同等の莢数、
種子数を生産することができ、さらに成熟の遅延もないことが確認された。一
方で、100%の摘葉処理条件では、無処理区と比較して、莢数、種子数が有意に
減少し、成熟期も 10 日以上遅れることが確認された。 
ダイズでは、R2 期に 100％の摘葉処理をした場合、13~39％の種子生産量の減
少が認められたと報告されている(Fehr et al., 1977)。また、ダイズが持つ補償作
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用として成熟期の遅延が認められることも報告されている (Haile et al., 1998b; 
Quijano and Morandi, 2011)。ツルマメの種子生産においても、ダイズと同様の傾
向が認められることが確認された。ダイズに関して、生殖生長期に被っても経
済的影響を受けない食害程度 (Economic Injury Level; EIL) はおよそ 15~20％で
あることが知られている (Willson, 1989; Rice, 2002; Hunt et al., 2010)。また、無限
伸育型のダイズ品種に対して、R1~2 期に摘葉処理を行った結果、10％の摘葉で
は収量の減少は認められなかったものの、20、30、50％の摘葉処理では収量が
それぞれ 2％、3％及び 6％減少したことが報告されている (Shapiro et al., 1985)。
したがって、生殖生長期に受ける食害に対する耐性は、ツルマメよりもダイズ
は低いと考えられた。作物は栽培化の過程で食植者からの食害に対する抵抗性
が低下したと考えられており (Welter and Steggall, 1993)、ダイズにおいても同様
に、野生種であるツルマメよりも食害に対する抵抗性が低くなっていると考え
られた。 
また、安田ら (2014)は開花前の栄養生長期に分枝を適宜切断する等により個
体サイズを同程度に揃えたツルマメ個体を用いて、開花直後に切葉試験を行っ
ている。その結果、1/3 以上 (1,024 cm2) の切葉処理で種子数が有意に減少する
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ことを報告している。また、ツルマメを食餌するチョウ目昆虫種の摂食量につ
いても調査しており、最も摂食量が多いシロヒトリ幼虫でも1匹あたり約570cm2 
であったことから、多数の幼虫が集中的に摂食した場合の影響は否定できない
ものの 1 個体のみが選択的に摂食しても種子生産への影響はないとしている 
(安田ら, 2014)。 
植物の食害に対する補償作用にはリソースの分配や再分配 (Trumble et al., 
1993)、被食害後の再生パターン、光合成活動の変化、葉の枯れ上がりの遅延、
樹冠構造の変化等が知られている (Trumble et al., 1993; Haile et al., 1998a)。本試
験では、ツルマメが高い葉生産能力を有していること及び枯れ上がりまでの日
数の遅らせることにより、食害に対する影響を補償していることが示唆された。
さらに、ツルマメは無限伸育型であり、ダイズよりも生育期間が長いことも高
い補償作用をもたらす一因となっていると考えられる。ダイズにおいても、無
限伸育型の品種は、生殖生長期に入っても多くの分枝や葉を作ることにより有
限伸育型の品種よりも高い補償作用を持つことが報告されている (Haile et al., 
1998a)。したがって、ツルマメは栄養生長期及び生殖生長期を通して多くの分枝
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や葉を作ることができ、それにより葉の欠損の影響を抑え、種子生産への影響
を軽減しているものと考えられる。 
以上のことから、日本に自生するツルマメが受ける食害は非常に低く、莢生
産及び種子生産に影響を及ぼす程ではないことが確認された。したがって、チ
ョウ目昆虫による食害が、日本のツルマメ集団を制限している可能性は低く、
チョウ目害虫抵抗性の形質が遺伝子浸透を通して日本のツルマメ集団に影響を
与える可能性は極めて低いと考えられた。 
 
Hancock (2003) は、1) 交雑可能な近縁種の有無、2) 近縁種及びその作物種が
侵略性を持つか、3) 導入遺伝子によりもたらされる形質が近縁種及びその作物
種の侵略性を高めるか、の 3 点に関する既知の情報基づき、遺伝子組換え作物
が侵略性を持つか否かを評価する枠組みを提唱している。この枠組みでは、形
質転換の際の非意図的影響の可能性はあるものの、新規系統ごとの試験を行う
ことなく、宿主、野生種及び既知の導入遺伝子の情報から侵略性に関して評価
可能であるとしている。Nickson (2008)も、環境影響評価のプロセス中のハザー
ドの同定の段階で、導入される形質によってはリスクの有無を判定できる可能
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性を示唆している。日本においては、除草剤耐性遺伝子組換えダイズの場合、
仮にツルマメに除草剤耐性遺伝子が移行したとしても自然環境下では除草剤が
散布されることがないことから、導入遺伝子を持つツルマメが優位になること
はないと結論している (環境省, 2016)。また、脂肪酸組成改変遺伝子組換えダイ
ズの場合、種子中の脂肪酸組成の変化が発芽特性や生育に影響を及ぼすことが
ないことが示され、付与された形質がツルマメの競合性を上げることはないと
結論している (環境省, 2016)。すなわち、日本のカルタヘナ法に基づく除草剤耐
性及び脂肪酸組成改変の遺伝子組換えダイズの生物多様性影響評価においても、
この考え方が適用可能であることが示されている。 
佐藤 (2011) は、作物種と導入形質の組み合わせによるカテゴリー分けを行う
ことにより評価の効率化を図ることができる可能性を示唆している。本論文で
は、チョウ目害虫抵抗性ダイズの評価のために、ツルマメが受ける食害及びそ
れに対する補償能力に関する情報を収集することで、チョウ目害虫抵抗性ダイ
ズが及ぼす可能性がある生物多様性影響の評価のための情報収集を行った。 
本論文では、ツルマメ個体群が拡大するか否かという点を評価エンドポイン
トとして設定し評価を行った。緒言でも述べたように、WRA や推移移行モデル
 97 
は個体群の維持や広がりを評価する手法であり、遺伝子組換え作物の評価への
適用が試みられ始めたところではあるが (吉村, 2014)、今後商品化が進むと予想
される環境ストレス耐性や高収量性といった形質の影響を評価する際には、新
たに導入される形質の影響をツルマメに関する知見、例えば特定の環境ストレ
スの有無がツルマメの選択圧となるかといった情報をこれらのモデルに追加し、
より詳細な形質ごとの場合分けを行うことにより、効率的に生物多様性影響評
価を行うことが可能となると考えられる。 
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第4章 総合考察 
日本では遺伝子組換え作物の輸入に先立ち、食品、飼料及び環境に対する安
全性認可の取得が求められており、その環境影響評価はカルタヘナ法のもとで
実施されている。日本を含む各国の規制当局では、リスクは規程されたハザー
ドと曝露の尤度関数であるという考え方に基づき枠組みが定められており、ハ
ザードと曝露をそれぞれ個別に評価し、その結果に基づきリスク評価の結論を
出すことが求められている (EPA, 1998; European Commission, 2002; OGTR, 2013)。 
遺伝子組換え技術の規制は、生物多様性影響を及ぼす可能性を持つ遺伝子組
換え技術の規制は、その技術が及ぼす影響を未然に把握し、防ぐことによって、
安全性を担保しつつ社会に提供するものであることが求められる。 
しかしながら、現在の日本のカルタヘナ法に基づく遺伝子組換え作物の生物
多様性影響評価は、実際の使用実態に則した評価が行われていないこと、使用
実態に基づいて実際に起こりうるハザードの同定を行うステップが厳密に定義
されていないため、現実には起こりえないハザードまで評価する必要があるた
め、優れた技術を効率よく社会に提供するという点で改善の必要があると考え
られた。 
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そこで、本論文では遺伝子組換え作物の生物多様性影響評価のための問題の
定式化の考え方に基づき評価方法を整理し、従来の従来のハザードと曝露を個
別の項目として並列で評価する手法に代わり、遺伝子組換えダイズに曝露され
る状況及びその程度をまず明らかにし、その状況下で起こりうるハザードの特
定を行った後、特定されたハザードについて環境影響を及ぼすか否かを評価す
るという段階的な評価手法を提案した。 
第 2 章では、コモディティ利用のために日本に輸入されるダイズの曝露に関
する情報を、既存の文献及び新たに実施した試験に基づき、段階的アプローチ
を用いることにより評価した。日本に輸入されるダイズのうち、そのほとんど
は陸揚げ港付近で搾油用や飼料用に加工される。一部の輸入ダイズがトラック
により輸送されるため、こぼれ落ちの可能性が考えられた。しかしながら、こ
ぼれ落ちに起因して輸送経路沿いに生育するダイズ個体はわずかであり、その
個体数は陸揚げ港から離れるにつれて減少する可能性が考えられた。また、輸
送経路沿いの土地にダイズ種子がこぼれ落ちたとしても、もともと高度に栽培
化されたダイズは種子の休眠性を持たないこと及び輸送中の温度や湿度、衝撃
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により発芽能力が低下していることから、こぼれ落ちた土地で長期間発芽能力
を維持することを困難にする要因であることが推察された。さらに、輸送経路
中でツルマメが自生する可能性のある土地はわずかであり、輸入ダイズのこぼ
れ落ちに起因する生育個体とツルマメが隣接して生育する可能性が限りなく低
いことが示された。また、ダイズとツルマメの間の交雑率は両者が隣接して生
育し、開花期を重複させた場合でも 0.73%以下であり、仮にダイズとツルマメの
雑種が発生したとしても、高度に栽培化されたダイズに由来する遺伝子を持つ
ことによりツルマメよりも雑草性が低下し、自然環境下において種子生産まで
生存することは困難であると考えられた。さらに、輸送経路沿いの土地でこぼ
れ落ちに由来するダイズが個体群を維持できるほどの能力を獲得するかどうか
を基準にハザードが生じるか否かを評価することができ、ダイズが本来有する
形質を考慮すると導入遺伝子や形質転換の際の影響によって種子休眠性を獲得
していないことを確認することが重要であることを示した。 
第 3 章では、将来的に登場することが予想されるストレス耐性・高収量とい
った形質がツルマメに移行した際に選択圧となる可能性について検証するため、
害虫抵抗性遺伝子組み換えダイズを例としてそのハザード評価を実施した。そ
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の結果、全ての食植者による食害の合計は食害が最も大きい調査時でも約 30％
であり、チョウ目昆虫による食害は非常に小さかった。また、ツルマメはダイ
ズよりも高い補償作用を持ち、自然環境下で観察された程度の食害では莢数/種
子数の減少や成熟の遅れなしに生育することが可能であることが確認された。
したがって、チョウ目昆虫による食害が、日本のツルマメ集団を制限している
可能性は低く、チョウ目害虫抵抗性の形質が遺伝子浸透を通して日本のツルマ
メ集団に影響を与える可能性は極めて低いことが示された。 
コモディティ利用される遺伝子組換えダイズの曝露評価及びチョウ目害虫抵
抗性ダイズのハザード評価の結果から、チョウ目害虫抵抗性ダイズを日本でコ
モディティ利用した場合にはハザードが生じる可能性は極めて低く、そのハザ
ードもツルマメ個体群に影響を及ぼすものではなく、チョウ目害虫抵抗性ダイ
ズを日本でコモディティ利用した場合の生物多様性影響は従来ダイズと同程度
であると考えられた。 
また、第 2 章で行った曝露量評価手法が主要な遺伝子組換え作物であるトウ
モロコシ、ワタ及びセイヨウナタネにも適用可能であることを示した。日本に
交雑可能な近縁野生種が存在しないトウモロコシ及びワタでは、交雑種に関連
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するステップ 5 以降についての情報は不要と判断でき、こぼれ落ち種子から自
生する可能性に関する情報及び評価対象の遺伝子組換え系統の自生能力に関す
る情報を基に評価を行うことができることを示した。また、セイヨウナタネに
関しても、こぼれ落ちに由来して自生する能力をある程度有するものの、ダイ
ズ、トウモロコシ及びワタと同様に種子の休眠性を自生能力の最も重要な項目
として評価を行うことができると考えられた。 
本論文ではコモディティ利用の場合を例として用いたが、国内における一般
栽培を想定する場合においても本論文で提案した枠組みの活用ができると考え
られる。栽培の場合には、コモディティ利用の場合と異なり、一定面積に大量
のダイズが栽培されることとなる。また、畑周辺の人為的撹乱がある場所は本
来ツルマメの生育が報告されている場所であり、コモディティ利用の場合より
もツルマメの有効集団サイズが大きくなることが予想される。ダイズからツル
マメへの遺伝子浸透に関するシミュレーションでは、有効集団サイズが大きく
なることにより遺伝子浸透の可能性が高まることが示されていることから (加
賀ら, 2014)、ツルマメに導入形質が移行した際の影響についての評価がより重要
となってくると考えられる。 
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栽培国から輸入国へのほ場試験データの可搬性： 
第 1 章で述べたように、科学技術分野における行政の使命とは、規制や許認
可を通じて、多くの新しい製品や方法の中から優れたものを効率よく提供でき
るように調整することである 内山 (1995)。しかしながら、第 1 章で述べたよう
に、遺伝子組換え作物の安全性評価のために実施される試験のコストはその商
品化に掛かるコスト中に大きな比重を占め  (Kalaitzandonakes Nicholas et al., 
2007)。国ごとに異なる安全性認可のためデータを作成するために、膨大な資金
が必要となる (Prado et al., 2014)。日本では、遺伝子組換えダイズについて国内
でほ場試験を実施し、対照の非組換え系統と比較して形態生育特性に差がない
ことを確認している。隔離ほ場試験実施には、農林水産省及び環境省による承
認が必要であり、日本国内の研究・開発者からは隔離ほ場試験に進めるために
多くの評価が必要であることから遺伝子組換え作物の技術開発や研究を阻害し
ているとの認識が高い (田部井, 2010)。 
日本では過去に別イベントで審査実績のある遺伝子が新たに導入されたトウ
モロコシについては、日本における隔離ほ場試験によらず、海外のほ場試験の
データを用いて生物多様性影響評価を行うことが可能となっている (農林水産
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省, 2014b)。この仕組みの導入に際して、これまでに評価された遺伝子組換えト
ウモロコシの形質及び宿主であるトウモロコシの特性、日本における使用実態
について情報が整理された。農林水産省では、遺伝子組換えトウモロコシにつ
いての十分な審査実績 (件数) を基に、以下のことを取りまとめている。 
─ 交雑可能な近縁野生種が存在せず自然条件下での自生が困難である。 
─ 組換え体と非組換え体との比較において国外の試験で生物多様性影響の
観点から注視すべき差異が認められなければ国内での隔離ほ場において
も生物多様性影響の観点から注視すべき差異が認められない。 
そして上記のことから、以下に示す 2 つの条件を満たす場合は海外のほ場試
験のデータを用いて生物多様性影響評価を行うことが可能としている (農林水
産省, 2014b)。 
1) 査読を受けた論文の公表や関連する国の検討会等での複数の専門家による
共通認識等により、作用機序が明らかであると認められるもの。 
2) 移入された核酸の複製物により付与される性質が生じさせる可能性のある
生物多様性影響の程度が、既に第一種使用規程の承認を受けているトウモロ
コシの生物多様性影響と同程度又は超えないと認められるもの。 
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トウモロコシと比較して系統数としては少ないものの、遺伝子組換えダイズ
はこれまでに 18 系統について評価されており、除草剤耐性、害虫抵抗性、脂肪
酸組成改変といった複数の形質について評価済みであることから十分な審査実
績を持つ宿主であるとみなすことができる。雑草性については、第 2 章で述べ
たように、ダイズは高度に栽培化された作物であり、雑草が一般的に持ついく
つかの性質を栽培化の過程で失っており、種子の休眠性は雑草が持つ重要な性
質の一つであるが、ダイズを含む多くの栽培作物はこの特性を持ち合わせてい
ない (OECD, 2000)。また、これまでに日本の隔離ほ場試験において海外とは異
なる受容環境特異的な差異が検出されたとの報告はない。ダイズは交雑種であ
るツルマメが存在するため、交雑性に起因する影響を懸念する声もあるが、既
に述べたように、コモディティ利用における遺伝子組換えダイズのリスクは極
めて低いといえる。したがって、コモディティ目的の使用に限れば、トウモロ
コシと同様の考え方で海外のほ場試験で得られたデータを使用して評価を行っ
ていくことも可能であると考えられる。 
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承認後の管理： 
これまで科学技術の進歩は人間社会に多くの新しい素材や手法を提供してき
た一方で、その成果の利用に目を奪われて技術相互間の摩擦や矛盾、または悪
影響を見逃す場合もある (内山, 1995)。また、一旦、技術による悪影響が表面化
すると、その修復に多大の労力と費用を要するとともに、科学技術そのものに
対する拭い難いイメージダウンにもつながりかねない (内山, 1995)。さらに、科
学技術がもたらす環境影響に関して、生物の生存に致命的被害を与える可能性
を持つという不可逆性、地域などの空間スケールを超えるグローバル性、個人
による選択や回避の自由度がない非選択性とった事情があることから、予防的
対策が求められる (池田, 1996)。 
内山 (1995) は化学物質の分野におけるリスク評価において、予測すなわち評
価結果と制御すなわち予測されたリスクに対する事前対策は互いにフィードバ
ックする関係にあり、正確な予測によってのみ有効な事前対策が可能となると
述べている。また、Raybould (2007) は、生物多様性影響評価と同じ方法論で、
構築したリスク管理計画の有効性を予測することが可能であると述べている。
そこで、本論文で実施したコモディティ利用の遺伝子組換えダイズの生物多様
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性影響評価結果に基づき、承認後に生じうる生物多様性影響を未然に把握する
ための方策について考察を行った。 
現在、栽培を含まないコモディティ利用に限り承認されている遺伝子組換え
ダイズは害虫抵抗性を持つ 2 系統のみである。これらの遺伝子組換えダイズの
承認にあたり、評価時点においてダイズのこぼれ落ちの可能性といった受容環
境に関する情報不足を理由に、こぼれ落ちに起因するダイズ生育個体のモニタ
リングが求められており、港から加工工場までの輸送経路を通して年 1 回調査
を実施している。本論文において遺伝子組換えダイズをコモディティ目的で使
用した際の曝露の状況について評価を行った結果、ダイズとツルマメの生育域
が重複することはなく、遺伝子組換えダイズとツルマメとの間の交雑が起こる
ことはないと推察された。 
ダイズがこぼれ落ち、生育する可能性がある地点は、ダイズの輸入港や陸揚
げ後の輸送形態に依存することから、輸送経路を通したダイズ生育個体の調査
は曝露の結果を提供するものではあるものの、曝露量の変化を捉えるには適し
ているとは言えない。曝露量の変化を捉えるためには、輸入量や用途別使用量 
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(財務省, 2016; 農林水産省, 2016h)といった情報を最初の指標とすることが適切
であると考えられる。 
また、本論文の第 2 章において、現在の使用状況ではコモディティ目的で輸
入されたダイズが生育する可能性がある範囲と、ツルマメが自生する範囲は重
複していないことが示された。今後、新たな遺伝子組換えダイズをコモディテ
ィ目的で評価する際、または既に承認済みの遺伝子組換えダイズの曝露量につ
いてモニタリングを実施する際には、ダイズの輸入量、用途別使用量をこぼれ
落ちに起因するダイズ個体の指標とし、ツルマメ集団の分布域がこぼれ落ちに
由来するダイズが生育する可能性がある港湾付近に生育範囲を広げるか調査す
ることで両者の生存可能エリアの重複を知ることができると考えられる。輸入
ダイズの主要陸揚げ港におけるダイズ生育個体、ツルマメ集団の状況について
は、農林水産省が 2009 年から継続調査を実施しており、この調査をコモディテ
ィ目的に輸入されたダイズの曝露量把握のための基礎的知見として活用するこ
とが可能であると考えられる。本論文によって遺伝子組換えダイズのコモディ
ティ利用における曝露の状況が明らかになったことにより、変化が生じる可能
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性を持つ部分を指標として継続的な情報収集を行うことで効率的な承認後の管
理体制を構築することができると考えられた。 
以上のように、本章で提案した新たな枠組みによる使用実態に則した曝露状
況を踏まえ、海外のほ場試験のデータの活用といった効率的な評価の枠組み及
び承認後の管理体制を構築することにより、科学的妥当性を担保し、かつ社会
への説明責任を果たすことが可能となると考えられる。それにより、日本国内
の民間企業、公的機関による技術開発を促し、遺伝子組換え技術の持つ有用性
を最大限生かすことができると考えられる。
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概要 
 
遺伝子組換え作物は 1996 年に商業栽培が開始され、その作付け面積は 2015
年時点では 1 億 7,970 万 ha に達している。日本では遺伝子組換え作物の輸入に
先立ち、食品、飼料及び環境に対する安全性認可の取得が求められており、カ
ルタヘナ法のもとで行われる環境影響評価では、交雑可能な近縁野生種が存在
する植物種の場合、遺伝子浸透によって野生種の遺伝子中に導入遺伝子が移行
した場合の影響も評価することとなっている。 
日本の生物多様性影響評価の枠組みは、実際の使用実態に則した評価が行わ
れていないこと、使用実態に基づくハザードの同定を行うステップが厳密に定
義されていないという点で改善の必要があると考えられた。そこで、本論文で
は遺伝子組換え作物の生物多様性影響評価のための問題の定式化の考え方に基
づき評価方法を整理し、従来の従来のハザードと曝露を個別の項目として並列
で評価する手法に代わり、遺伝子組換えダイズに曝露される状況及びその程度
をまず明らかにし、その状況下で起こりうるハザードの特定を行った後、特定
されたハザードについて環境影響を及ぼすか否かを評価するという段階的な評
価手法を提案した。 
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コモディティ利用される遺伝子組換えダイズの曝露状況を整理した結果、日
本における輸入ダイズの各導入段階で遺伝子組換えダイズからツルマメへの遺
伝子浸透の確率を低下させる要因が存在し、その確率は極めて低いことが推察
された。また、遺伝子組換えダイズがハザードを生じうる最初の段階は、輸送
経路沿いの土地でこぼれ落ちに由来するダイズが個体群を維持できるほどの能
力を獲得するかどうかであり、導入遺伝子や形質転換の際の影響によって遺伝
子組換えダイズが種子休眠性を獲得していないことを確認することでその評価
が可能であることが示された。 
一方で、曝露量は極めて低いものの、導入された形質がツルマメの選択圧と
なった場合には遺伝子浸透の可能性が高まる可能性があることから、将来的に
登場することが予想されるストレス耐性・高収量といった形質がツルマメに移
行した際に選択圧となる可能性について検証するため、害虫抵抗性遺伝子組み
換えダイズを例としてそのハザード評価を実施した。その結果、チョウ目昆虫
による食害が、日本のツルマメ集団を制限している可能性は低く、チョウ目害
虫抵抗性の形質が遺伝子浸透を通して日本のツルマメ集団に影響を与える可能
性は極めて低いと考えられた。 
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以上の結果に基づき、本論文で提案した枠組みによって、遺伝子組換えダイ
ズをコモディティ利用した際の生物多様性影響が評価できることを示された。
また、この枠組みがコモディティ利用のトウモロコシ、ワタ及びセイヨウナタ
ネといった他の遺伝子組換え作物の評価に加え、日本国内の一般ほ場において
商業栽培を行う際にも、適用できる可能性についても考察した。さらに、遺伝
子組換えダイズは十分に審査実績を有し、高度に栽培化されており雑草性が低
いこと及びコモディティ利用の場合にはツルマメへの遺伝子浸透の可能性は極
めて低いことから、コモディティ目的の使用に限れば、国内の隔離ほ場試験に
よらず海外のほ場試験で得られたデータを用いて生物多様性影響評価を行うこ
とができる可能性があることを提言した。さらに、ダイズの輸入量や用途別使
用量といった情報や農林水産省により実施されている輸入ダイズの主要陸揚げ
港におけるダイズ生育個体、ツルマメ集団の状況の調査結果を指標とすること
で、承認後の曝露状況の変化を捉えることができ、効率的に承認後の管理を行
うことができることも提言した。
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